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第1章 プロジェクトの概要 

1.1. プロジェクトの背景・経緯・目的 

スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」）

において、土砂災害は最も深刻な自然災害のひとつで

ある。中央部・南部の山岳・丘陵地域では、脆弱な地質

特性と急峻な地形から、モンスーン期の豪雨の際には

急斜面地の崩壊や地すべり等の土砂災害が頻発してい

る。近年では、春先の南西モンスーン期の豪雨による災

害が深刻化しており、2016 年 5 月に 130 名の人名を奪

った Kegalle 県 Aranayake の大規模土砂災害は記憶に新

しい。加えて、近年の急速な開墾・開発による災害への

暴露（Exposure）は、土砂災害のリスクを一層高めてお

り、早期警戒体制の構築・改善、土地利用／開発規制の制度化が急務となっている。 

これらの土砂災害に対する構造物対策・非構造物対策の実施は、国家研究所（National 

Building Research Organization：NBRO）が担っている。NBRO は、土砂災害リスクへの対応

が国家の重要な課題である点をスリランカ政府内に提言していることに加え、土砂災害ハ

ザードマップ作成、丘陵地帯の土地利用及び開発規制への技術支援、関係機関の能力強化、

開発者や土地利用者の啓発活動・教育、被災者の再定住などの様々な備えと被害緩和策に取

り組んできている。また、国道付近に所在する土砂災害リスク地への対策工事に関しては、

国道の維持管理に係る責任機関である道路開発庁（Road Development Authority：RDA）に対

して NBRO が助言を行っている。 

JICA は、2013 年 3 月より、スリランカ国内 7 県を対象とした円借款「国道土砂災害対策

事業（Landslide Disaster Prevention Project：LDPP）」を実施するとともに、LDPP の附帯プロ

ジェックトとして、土砂災害対策の優先度が特に高い Kandy 県、Matara 県、Nuwara Eliya 県

及び Badulla 県において、2014 年 9 月より、「土砂災害対策強化プロジェクト（Technical 

Cooperation for Landslide Mitigation Project：TCLMP）」を実施した。同事業では、3 種類の土

砂災害（落石、地すべり、斜面崩壊）について、パイロット事業として対策工を実施し、対

策工の設計及び施工管理を通じて、当該分野に関わる施工基準やマニュアル等を作成する

とともに、非構造物対策を含む土砂災害軽減対策の知識とノウハウの紹介を通じた NBRO

の能力強化を行った。 

上記の LDPP や TCLMP を通じて、土砂災害リスクの高い主要国道の強化や NBRO の構造

物対策の知見向上のための支援が行われてきたが、今後、さらに主要国道及び近隣住民に対

する土砂災害リスクの低減を進めていくためには、土砂災害リスク評価や、同分析に基づい

た土地利用計画の導入、既存観測システムを活用した早期警戒体制の構築といった非構造

物対策の取り組みが重要であり、NBRO の非構造物対策能力強化を目的として本プロジェ

クトを実施するものである。  

 

図 1.1: 過去 10 年の災害による 
死者・行方不明者数 
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1.2. プロジェクトの概要 

(1) 上位目標 

土砂災害リスク地域において、強化されたハザード分析・リスク評価に基づいた非構造物

対策が実施される。 

(2) プロジェクト目標 

土砂災害の適切なハザード分析・リスク評価に基づく、NBRO の非構造物対策の能力が強

化される。 

(3) 成果 

1．土砂災害のハザード分析・リスク評価能力が向上する。 

2．早期警報発令に関する能力が向上する。 

3．土地利用規制に土砂災害のリスク評価を活用する能力が向上する。 

 

1.3. 業務の範囲 

(1) 業務期間 

2019 年 1 月中旬～2021 年 12 月下旬（新型コロナの影響により 2022 年 10 月下旬に延長） 

(2) 対象地域 

コロンボ及びパイロットサイト 3 地域 

Matara 県 Morawakkanda 地区、Kegall 県 Udapotha 地区、Badulla 県 Weeriyapura 地区 

(3) 実施機関 

 国家建築研究所（National Building Research Organization：NBRO） 

 国防省（Ministry of Defence：MoD） 

 災害管理センター（Disaster Management Center：DMC） 

 都市開発庁（Urban Development Authority：UDA） 

 国家開発計画局（National Physical Planning Department：NPPD） 

 土地利用政策計画局（Land Use Policy Planning Department：LUPPD） 

 中央環境庁（Central Environment Authority：CEA） 

 地方政府・州評議会（Ministry of Provincial Councils and Local Government：MoPCLG） 

 道路開発庁（Road Development Authority：RDA） 

 気象局（Department of Meteorology：DOM） 

 国家政策・経済省（Ministry of National Policies and Economic Affairs：MoNPEA） 

 パイロットサイト関連自治体（Local Authorities：LA） 
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1.4. 業務計画と実績 

1.4.1. 業務実施のフローチャート 

本プロジェクトは、2019 年 1 月中旬から 2021 年 12 月下旬にわたって実施される計画で

あったが、2020 年 1 月より始まった世界的な新型コロナ感染症拡大の影響を受け、渡航や

活動の制限が生じたため、2021 年 7 月の第 3 回 JCC において、6 ヵ月間のプロジェクト延

長が合意され、さらに第 2 回本邦研修の実施と、活動成果のさらなる定着を目指し、2022 年

6 月の第 4 回 JCC において、プロジェクト期間を 2022 年 10 月末迄に延長することが合意

されている。 

プロジェクト開始当初に想定された各活動の実施段階と作業区分・内容を図 1.2 のフロー

チャートに示す。 

 

図 1.2: 業務実施のフローチャート（プロジェクト開始当初） 
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1.4.2. 投入実績 

(1) 専門家派遣実績 

専門家の派遣実績は、表 1.1 の通りである。プロジェクト期間を通じて計 5 回の変更契約

を行っており、変更よる追加派遣は表 1.2 に示す通りである 

 

表 1.1 専門家派遣実績 

専門家 実績 当初計画 

総括／土砂災害対策／対策施設計画 11.40 MM 10.40 MM 
副総括／土砂災害対策／対策施設計画 1.50 MM 4.00 MM 
災害データ分析・管理 8.07 MM 6.50 MM 
土砂災害リスク評価 8.90 MM 8.40 MM 
土地利用規制／開発基準 8.00 MM 8.00 MM 
早期警報発令１ 13.63 MM 8.63 MM 
土石流解析／砂防事業評価 3.53 MM 3.60 MM 
早期警報発令２／研修計画／業務調整 6.50 MM 6.50 MM 

 

表 1.2 追加業務実績 

追加業務内容 専門家 実績 変更内容 

土砂災害危険度判定手法の開発 
災害データ分析・管理 1.00 MM 1.00 MM 
早期警報発令１ 2.00 MM 2.00 MM 

地すべり監視システムを用いた避難警戒体制構

築支援 
早期警報発令１ 2.00 MM 2.00 MM 

土砂災害情報管理システムの構築に係る支援 
総括／土砂災害対策／

対策施設計画 
0.50 MM 0.50 MM 

 

また、国土交通省水管理・国土保全局砂防部のご協力のもと、表 1.3 に示す JICA 直営短

期専門家を派遣頂いた。詳細は第 2 章に述べる。 

表 1.3 短期専門家派遣実績 

支援分野 派遣元 派遣期間 

早期警報発令能力向上 
国土交通省 国土総合政策研究所 土砂災害

研究部 土砂災害研究室 
2019 年 10 月 27 日 
～2019 年 11 月 2 日 

土地利用政策／開発規制 
国立研究開発法人 土木研究所 水災害・リ

スクマネジメント国際センター（ICHARM） 
2020 年 2 月 14 日 
～2020 年 2 月 22 日 

土砂災害警戒区域設定 
国土交通省 関東地方整備局 河川部河川計

画課 
2020 年 2 月 16 日 
～2020 年 2 月 22 日 

 

(2) 研修員受け入れ実績 

本プロジェクトでは、表 1.4 に示す通り、計 2 回の C/P 本邦研修が計画された。詳細につ

いては後述する。 
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表 1.4 研修員受け入れ実績 

研修実施時期 研修の狙い 研修の内容 

第 1 回本邦研修 
（2019 年 9 月） 

【リスク評価・早期警戒情報】 
NBRO 内実務者向けの研修と

し、実務演習に重点を置くこと

とした。 
各研修員はそれぞれ必要な地形

データ・降雨データを持参する

こととし、演習を通じてプロダ

クトを生成し、研修終了時に成

果を示すこととする。 

 国総研等おける土砂災害リスク評価に係る演

習 
 国内研究機関における土砂災害評価に係る最

新技術の理解 
 LiDAR 処理と地形解析に係る実務演習 
 県と気象台による警報発表メカニズム 
 近年の土砂災害で被災した市町村の視察・講

義 

第 2 回本邦研修 
（2022 年 7 月） 

【土砂災害土地利用規制】 
NBRO 地方事務所職員、同定住

計画研修部職員、土地開発庁、

パイロット自治体議長を対象と

した。 
土砂災害防止法による土砂災害

警戒区域視点に係る行政プロセ

ス（法制度、財源、課題）、都

市計画との調整メカニズムを理

解し、スリランカにおける土地

利用規制の実施促進を狙った。 

 国交省砂防部による日本の土砂災害対策全般

に係る講義。 
 国交省都市計画局によるまちづくりにおける

防災・減災対策に係る講義 
 国直轄、及び都道府県により実施される土砂

災害対策の仕組みと実例の視察。 
 都道府県における土砂災害対策と都市計画の

実践に係る講義。 
 都道府県と市町村との災害時の連携や、対策

実施にかかる財源支援の仕組みの講義・視

察。 

 

(3) 供与機材・携行機材実績 

プロジェクトで調達する必要資機材として、表 1.5 の資機材を供与した。各機材の活用状

況については、第 2 章を参照のこと。 

表 1.5 供与機材一覧 

No. 資機材費目 数量 用途 

1 雨量解析用 

ワークステーション 

1 式  NBRO の既存サーバに伝送されたデータを解析表示する。 

 OS・Web サーバーアプリケーション、及びセキュリティル

ーター等周辺機器を含む。 

2 地すべり 

遠隔監視システム 

1 式  2 つのパイロットサイト（Weeriyapura、Udapotha）の地す

べり変動を監視し、地域の早期警報体制を強化する。 

 既存雨量観測システムとの統合運用を行うためのシステム

開発を含む。 

 

(4) 再委託実績 

成果 1 の稼働に関連して、土砂災害情報及び関連する調査報告書を収集・管理することを

目的として、第 4 回変更契約にて、表 1.6 に示す再委託を行うこととし実施した。 

表 1.6 現地再委託実績 

No. 再委託業務 数量 用途 

1 土砂災害情報管理シ

ステムの構築 
1 式  NBRO 地方事務所が作成する各種のレポート（地すべり調

査報告書、リスク評価報告書等、計 10 万件以上）について、

オンラインデータベースで管理・解析する。 
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第2章 活動内容 

2.1. 新型コロナへの対応について 

2020 年 3 月以降、新型コロナの世界的な感染拡大を受けて、専門家チームの渡航が制限さ

れるとともに、スリランカ国内においても NBRO 職員の活動が制限された。 

 2020 年 3 月：現地滞在中の全てのメンバーが緊急帰国。 

 2020 年 10 月：国内感染者数は低いレベルで抑えられていいたため、渡航再開を検討

したが、Gampaha 県での集団感染により新規感染者が急増し取り止め。 

 2021 年 4 月：新規感染者が減少傾向にあったため 5 月渡航再開で準備。直前のシンハ

ラ正月を経て新規感染者が急増し、現地入りはしたものの、外出禁止令が敷かれオン

ラインを主体とした活動を行う。 

 2021 年 8 月：再度感染者が急増したため（期間最大）、スリランカ政府は外出禁止令

を発して対応。渡航は全て取りやめ。 

 2021 年 10 月：外出禁止令及びワクチン接種により新規感染者数は急減したため、外

出禁止令は 10 月 1 日に解除された。これを受けて、10 月中旬より専門家チームの渡

航を再開した。 

歳入の多くを民間事業（コンサルティング業務や土質・材料試験棟）により賄っている

NBRO は、新型コロナ感染拡大の影響により歳入が激減したため、組織運営上、深刻な状況

が続いている。非正規職員の継続雇用を一時的に取りやめるなど、新型コロナ明けの人員不

足が懸念された。プロジェクト C/P は継続的に従事しており、必要に応じて補充するなどの

対応が行われている。 

また、専門家チームの渡航が制限される間、NBRO 側との定期的なオンライン会議（WG

リーダー会議を月 1 回開催、各 WG の個別会議を月 2～4 回開催）を持ち、パイロット活動

の制限はあったものの、各 WG によるプロジェクト活動は有効に進められた。 

 

図 2.1: スリランカ国内の新規感染者数（保健省発表）と専門家派遣 
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2.2. プロジェクト全体にかかる活動 

2.2.1. 合同調整委員会（JCC） 

(1) 第 1 回 JCC（2019 年 2 月 25 日） 

第 1 回 JCC は、2019 年 2 月 25 日開催された。行政災害

管理省次官が議長を務め、JCC 構成メンバーの全機関が出

席した。また、パイロットサイトの地方自治体より、

Badulla 市長、Kotapola PS 議長、Bulthkohupitiya PS 議長が

それぞれ参加した。 

専門家チームより、プロジェクト概要・実施体制・パイ

ロットサイトの説明が行われ、NBRO 側からは,これまで

の土砂災害非構造対策に関する取り組み（ハザードマップ整備、早期警報、リスク評価等）

が紹介された。スリランカにおいては、地方自治体は、これまで防災関連活動にはほとんど

関わっておらず（国が主導で実施している）、NBRO による具体的な取り組みに大変興味を

持って聞き入っている様子であった。また、議論では、不法開発を防止することの困難さや、

土地利用規制を実施する上での住民理解の課題等に関する発言が数多くなされ、それに対

して、NBRO 側から、政府見解や NBRO の Resettlement Program における事例などが丁寧に

紹介された。また、リスクに応じて開発申請手続きを簡略化し、不法開発を防止するなどの

具体的なアイデアも議論された。各地方自治体からはプロジェクトへの全面的な協力が確

認された。 

(2) 第 2 回 JCC（2019 年 10 月 29 日） 

第 2 回 JCC は、2019 年 10 月 29 日に開催された。会

議は NBRO 局長が議長を務め、第 1 回と同様、JCC 構

成メンバーのほとんどが出席した。地方自治体からは、

Kotapola PS 議長、Bulthkohupitiya PS 議長が参加した。 

専門家チームより、プロジェクト全体の進捗報告及び

モニタリングシートの説明を行った後、各 WG リーダ

ーから、活動の進捗報告、第 1 回本邦研修の報告がなさ

れた。プロジェクトの進捗に大きな遅れや障害は発生し

ていない旨を JCC メンバー全員が確認した。議論では、地方自治体から、土地利用規制実

施にあたっての法制度整備の必要性や、住民啓発のためにプロジェクトに積極的に協力し

ていく旨の発言があり、また、国交省国土技術政策総合研究所より派遣頂いた短期専門家か

ら、「土砂災害危険区域の設定は、日本においてもすぐに住民に理解を得られるものではな

かった。多くの災害を経て、区域設定の重要性が認識されるようになった。法整備には時間

がかかるが、住民の命を守るために今やるべきことを進めていくことが重要である」旨が述

べられた。 
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(3) 第 3 回 JCC（2021 年 7 月 14 日） 

新型コロナ感染拡大による渡航制限が始まって以

降、初めての JCC となった。感染拡大防止の観点から、

各機関の JCC メンバーが一同に介するのは難しい状

況にあったため、オンラインでの JCC 開催とした。オ

ンラインにも関わらず、中央機関のほか、全てのパイ

ロットサイトの地方自治体議長も参加した。 

会議では、各 WG の活動進捗が報告された一方で、以下の理由から、半年間（6 ヵ月間）

のプロジェクト延長が決議された。 

 専門家チームの渡航制限や NBRO 職員の国内移動の制限による活動の遅延。 

 土砂災害情報管理システムについて新型コロナの影響により開発が遅延。 

 国内移動制限により地すべり遠隔監視システムの機材設置が行えない。 

 パイロット自治体との協議が進められず、土地利用計画の議論が遅延している。 

 新型コロナ感染拡大の影響により、本邦研修が再開されない。 

上記を受けて、NBRO 側は R/D に定めるプロジェクト期間の延長に係る公式手続きを開始

し、2021 年 11 月に合意文書の署名が完了した。 

(4) 第 4 回 JCC（2022 年 6 月 10 日） 

2022 年 6 月 10 日に第 4 回 JCC を開催した。事実上

プロジェクト最後の JCC となり、NBRO プロジェク

トメンバーを始め、3 つのパイロットサイトの地方自

治体や中央関係機関等、約 50 名が参加し、3 年半の

プロジェクト活動の成果と達成度を確認した。 

都市開発庁（UDA）からは、市街化区域の開発にあ

たって Site Specific の土砂災害リスク評価が不可欠

であり、現在進めている Yellow/Red zoning を早急に

進めて欲しい旨の要請が上げられた。土地計画局（LUPPD）からは、Yellow/Red zone が条

例化されることが出来れば土地利用計画に反映していきたい旨の発言があった。中央環境

庁（CEA）からは、Yellow/Red zone が整備されていけば、災害インパクト評価をより迅速に

進めることが出来るため早急に整備を進めて欲しい旨が示された。地方自治体からは、リス

ク評価に基づいた土地利用規制を実施していくためには、法制度整備が不可欠である旨、ま

た、地方自治体関係者にプロジェクト成果を普及するために各種ガイドラインをシンハラ

語訳して欲しい旨の要請が出された。 

また、JCC 合意事項として、以下の項目について議事録に取り交わした。 

 第 2 回 C/P 研修実施とプロジェクト期間を 3 ヵ月延長する。 

 WG1 に関連する以下の活動を NBRO は継続して実施する。 

・Yellow/Red zoning の他地域への展開 

・既存の Landslide Hazard Zonation Map（LHZM）の更新 
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・開発された Landslide Information Management System（LIMS）のデータ更新 

 WG2 に関連する以下の活動を NBRO は継続して実施する。 

・土壌雨量指数と土砂災害発生の相関を検証 

・既存の地上雨量観測施設の修繕と更新 

 WG3 に関連する以下の活動を NBRO は継続して実施する。 

・各地域の土砂災害リスク削減計画を策定 

・土地利用規制を実施していくための実践的なアプローチの検討 

 第 2 回本邦研修の成果を踏まえ、上位目標達成に向けた活動を推進すること。 

 

2.2.2. C/P 本邦研修 

(1) 第 1 回本邦研修 

2019 年 9 月 1 日～14 日にかけて、第 1 回 C/P 本邦研修を実施した。WG：1 名、WG：2

名、WG3：2 名（いずれも NBRO 職員）の 5 名が選出された。研修行程を表 2.1 に示す。 

研修の前半では、国土交通省砂防部をはじめ、気象庁、国土技術政策総合研究所、砂防・

地すべり技術センター、防災科学研究所等の中央政府機関、研究機関等を訪問し、特に土砂

災害警戒区域の設定や土砂災害警戒避難情報に関する講義を受けた。また、研修の後半では、

長野県を訪れ、地方自治体における土砂災害警戒情報の発信の仕組みや、砂防事業における

国と県の連携、さらに 2014 年に被災した南木曽町の復旧・復興事業等を視察した。 

研修員からは、中央省庁から市町村レベルまでの日本の土砂災害の防災に係る組織、早期

警報、対策について順に学べる行程であったため、日本土砂災害対策を知る上で有効的な研

修のスケジュールであった旨、日本では各機関の役割が明確になっており、関係機関内の連

携が密であることと、防災マップ作成等は地方分権化により各自治体が整備することで、作

成が進んでいることが学べた旨、土砂災害警戒情報へ土壌雨量指数の導入の経緯や優位点

への理解が得られた、等の評価を得た。 

表 2.1 第 1 回本邦研修実施行程 

日付 時間 研修内容 講師 

9 月 1 日  （来日） 

9 月 2 日 10:00-12:00 JICA ブリーフィング JICA 東京国際センター 
13:00-13:30 国土交通省砂防部表敬 国土交通省水管理・国土保全局 
15:00-16:30 日本における土砂災害対策の概要及

び各機関の役割と連携 
国土交通省水管理・国土保全局 

9 月 3 日 10:00-12:00 気象庁に土砂災害に関する予報業務 気象庁 
14:00-16:00 JICA による土砂災害対策支援に事例

（ブラジルプロジェクト） 
（財）砂防地すべり技術センター 

9 月 4 日 10:00-12:00 日本における土砂災害予測技術の現

状と今後の展望等 
国土技術政策総合究所 

14:30-16:30 地すべり地形分布図の整備 
／大型降雨実験施設等の見学 

防災科学技術研究所 

9 月 5 日 10:00-12:40 AI を用いた地すべり地形判読技術の

紹介 
日本工営株式会社  

14:00-16:00 土砂災害防止のための市民支援活動 特定非営利活動法人 土砂災害防
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日付 時間 研修内容 講師 
止広報センター 

9 月 6 日 10:00-12:00 LiDAR データの処理技術 朝日航洋株式会社 
14:00-17:00 高解像度数値標高データを用いた空

中写真判読技術演習 
帝京平成大学 

9 月 7 日 11:00-12:30 東京臨海広域防災公園における防災

体験発施設見学 
東京臨海広域防災公園 
りそなエリア東京 

9 月 8 日 AM 移動（東京→長野市）  
9 月 9 日 10:00-12:00 長野県内の土砂災害と県の取組（土

砂災害警戒区域設定の現状） 
長野県建設部砂防課 

13:30-15:00 長野県における土砂災害警報の発令

メカニズム 
長野県地方気象台 

15:00-17:00 地附山地すべりの記録と対応 地附山地すべり観測センター 
9 月 10 日 8:00-11:00 移動（長野市→南木曽）  

11:00-11:30 歴史的砂防施設の見学（牛伏川フラ

ンス式階段工） 
長野県木曽建設事務所 

15:00-15:40 長野県木曽建設事務所長 表敬訪問 長野県木曽建設事務所 
16:30-17:00 大崖砂防堰堤遺構の見学 長野県木曽建設事務所 

9 月 11 日 9:00-12:00 H26 年南木曽町豪雨災害の被災状況

と復旧事業の概要、住民啓発の取り

組み 

中部地方整備局、長野県木曽建設

事務所、南木曽町役場 

14:00-16:00 H26 年南木曽町豪雨災害の復旧事業

の現地視察 
長野県木曽建設事務所 

9 月 12 日 08:00-14:00 移動（南木曾→東京）  
9 月 13 日 09:00-12:00 アクションプラン作成 JICA 東京国際センター 

13:00-15:00 アクションプラン発表会 
15:00-16:00 評価会、閉講式 

9 月 14 日  （離日） 

 

 

(2) 第 2 回本邦研修 

第 2 回本邦研修は、新型コロナ感染拡大や経済危機の影響を受けて、実施が危ぶまれてい

たが、JICA 東京の受け入れ再開のタイミングで、2022 年 7 月に実施することが可能となっ

た（これに伴いプロジェクト期間を 3 ヵ月延長）。様々な不確定要素や行動制約があったも
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のの、研修員 10 名が全ての研修行程に参加し、大変有意義なものとなった。 

第 2 回本邦研修は、土砂災害リスクに応じた土地利用規制の実施や制度整備に着眼したカ

リキュラムとした。このため、研修員の選定にあっては、地方行政と直接的なやり取りを行

っている NBRO 地方事務所から 3 名、住民移転プログラムを所掌する NBRO 定住計画研修

部（HSPTD）から 3 名、都市開発庁（UDA）から 1 名、3 つのパイロットサイト（Badulla

市、Kotapola PS、Bulthkohupitiya PS）の地方自治体市長・議長 3 名、と、いずれも土地利用

規制の実務に携わる行政職員とした。研修行程を表 2.2 に示す。 

新型コロナ感染拡大防止のための水際対策として、全ての研修員が入国後 8 日間のホテル

待機を求められており、この間、国土交通省砂防部や同都市計画局等から関連する法制度や

計画、国レベルの施策についてオンラインで講義頂き、ホテル待機期間の終了後は、都道府

県や市町村への訪問や現地視察を中心とした行程とした。 

研修修了時のアクションプラン発表会では、参加者を 3 つのパイロットサイト毎にグルー

プ分けを行い、それぞれのグループに自治体議長、NBRO 地方職員、NBRO HSPTD が参加

し、Badulla 市については UDA からの参加者も加わった。アクションプランでは、各グルー

プより、以下の施策を検討する旨が発表された。 

 Badulla MC グループ 

開発誘導計画を策定し、建築許可システムを管理するとともに、開発行為のモニタリ

ングを行う。また、自治体内に減災のためのタスクフォースを設立するための手続き

を州政府の承認のもと開始する。 

 Kotapola PS グループ 

Kotapola PS 全域のハザードマップを NBRO ともに作成するとともに、土地利用と建

設ガイドラインを作成し適用していく。災害の危険性が高いエリアについては、土地

省が管轄する土地登録データベースに登録し、土地が転売されないようにする。 

 Bulathkohupitiya PS グループ 

災害リスク削減・対応計画を策定し、県調整委員会において各機関に責任を割り当て

るよう働きかける。プロジェクトで立ち上げたコミュニティレベルでの自主防災組織

を強化し活動を継続する。 

研修終了後、研修員からは、参加機関を越えて、研修員同士での議論の時間があったこと

が大変良かった旨、日本では法律により規制がかかり、行政から住民に至るまで、同じ共通

認識の中で土砂災害対策が実施されたことを学ぶことが出来た旨の感想があった。 

その反面、9 日間隔離期間は少なからず負担であったことや、講義は可能な限り隔離期間

のオンラインで実施し、隔離後は野外視察を中心としたカリキュラムであった方がより有

意義であった等の意見が出された。また、第 2 回研修は、土地利用規制に焦点を当てた内容

であったことから、NBRO の技術系職員からは、もう少し土砂災害の科学的メカニズムや対

策工の設計にかかる講義を受けたかった、等の感想も聞かれた。 
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表 2.2 第 2 回本邦研修実施行程 

日付 時間 研修内容 講師 

7 月 12 日  （来日） 

7 月 13 日 10:00-12:00 JICA ブリーフィング 【オンライン】 
12:10-12:30 研修日程とアクションプラン作成に

ついて 
【オンライン】専門家チーム 

7 月 14 日 10:00-12:00 プロジェクト成果レビュー 【オンライン】専門家チーム 
13:00-15:00 日本における土砂災害対策の概要 【オンライン】国土交通省水管

理・国土保全局 
7 月 15 日 10:00-12:00 まちづくりにおける防災・減災対策

事例と支援施策について 
【オンライン】国土交通省都市局

都市計画課 
13:00-15:00 グループディスカッション 【オンライン】専門家チーム 

7 月 16 日  研鑽  
7 月 17 日  研鑽  
7 月 18 日  研鑽  
7 月 19 日 10:00-12:00 日本の土砂災害予測技術の現状と今

後の展望等 
【オンライン】国土技術政策総合

研究所 土砂災害研究室 
7 月 20 日 9:00-9:30 JICA ブリーフィング JICA 東京 

13:15–13:45 地すべり対策事業見学 国土交通省 中部地方整備局 富士

砂防事務所 14:00–15:00 由比地すべり事業の概要 
16:00-17:00 大沢扇状地砂防施設見学 

7 月 21 日 10:00-15:00 急傾斜地警戒区域の設定と県による

対策事業（現場視察） 
神奈川県県土整備局河川下水道部

砂防課 
16:00-17:00 スリランカ元大統領顕彰碑視察 高徳院鎌倉大仏 

7 月 22 日 9:30-11:30 災害メカニズム・発生条件の解明と

将来の地域防災能力への活用 
東京大学生産技術研究所 

14:00–16:00 グリーンインフラ推進と防災・減災

について 
【オンライン】日本建設業連合会 
土木工事技術委員会 

7 月 23 日  アクションプラン作成  
7 月 24 日 13:00-16:00 富岡製糸場と絹産業遺産群  
7 月 25 日 9:00– 0:30 2019 年台風 19 号災害内匠地区の被

害状況と発生メカニズム 
群馬大学大学院理工学府環境創生

部門 若井教授 
10:30-12:00 内匠地区災害復旧事業の概要 群馬県県土整備部砂防課 
14:00–16:00 自治体によるリスク情報の周知～自

主避難計画策定の取り組み～ 
富岡市危機管理課 

7 月 26 日 9:00–10:00 群馬県における防災・減災の取り組

み 
群馬県県土整備部建設企画課 

10:00–11:00 群馬県における土砂災害対策 群馬県県土整備部砂防課 
13:00–13:40 群馬県における流域治水対策 群馬県県土整備部河川課 
13:40–14:20 群馬県における土地利用規制 群馬県県土整備部都市計画課 
14:20–15:00 群馬県における開発許可規制 群馬県県土整備部建築課 

7 月 27 日 9:00-9:30 国土交通省砂防部表敬 国土交通省水管理・国土保全局 
10:30-12:00 アクションプラン作成 JICA 東京国際センター 
13:00-15:00 アクションプラン発表会 JICA 東京国際センター 

15:00-16:00 評価会、閉講式 JICA 東京国際センター 
7 月 28 日  （離日） 
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2.2.3. セミナーの開催 

ミニセミナーは、先行案件である「土砂災害管理強化

プロジェクト：TCLMP（2014-2018）」において、長期専

門家の企画により実施されていたものであり、プロジェ

クト活動内容とは別に、日本文化や防災技術一般につい

て、直接の C/P に限らず、NBRO 全職員に広く参加を促

し、日本の知見を広めることを目的としたものである。 

本プロジェクトにおいても、表 2.3 に示す内容で不定期に開催してきたが、新型コロナ感

染拡大以降は、招集が難しくなったため開催を停止している。 

表 2.3 ミニセミナー実績 

開催回 月日 主な内容 

第 1 回 2019 年 7 月 3 日 ■日本の砂防事業計画 

流域砂防計画の考え方、設計基準、環境への取り組み 

第 2 回 2019 年 7 月 23 日 ■日本の自然災害 

土砂災害に限らず、洪水・地震・津波への日本政府の取り組み 

第 3 回 2019 年 8 月 28 日 ■スリランカの土砂災害発生・被害の実態 

WG1 で収集した土砂災害の分析結果等 

第 4 回 2019 年 9 月 6 日 ■日本の土砂災害警戒区域設定 

Yellow/Red zone に関して、日本の手法とスリランカへの適応 

第 5 回 2019 年 9 月 23 日 ■砂防事業に必要な手続き 

砂防法や土砂法の説明、砂防指定地の指定方法 

第 6 回 2020 年 2 月 3 日 ■日本の土地利用規制 

日本の都市計画法、宅地造成法、土砂災害防災法での規制内容 

第 7 回 2020 年 2 月 21 日 ■日本の土砂災害非構造物対策 

土砂警戒区域設定の施行にあたっての課題、スリランカでの適用 
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2.2.4. 広報活動 

(1) プロジェクト・ニュースレターの発信 

プロジェクト広報を目的として、プロジェクト・ニュースレターを作成・回覧した。同ニ

ュースレターは、日・英で用意し、活動進捗に応じて適宜作成してきたが、その後、facebook

による広報を開始したため、第 4 号までの発行で終了した。 

表 2.4 プロジェクト・ニュースレター実績 

号数 月日 主な内容 

第 1 号 2019 年 3 月 29 日  プロジェクト概要説明（目標、成果、対象地域等） 

 JICA の過去支援成果（高精度地形図）の活用 

 第 1 回 JCC 会議の開催 

第 2 号 2019 年 6 月 26 日  ハザード分析のための地形判読セミナー 

 NBRO によるドローンを用いた地形測量 

 土砂災害警報基準の改善のための土壌雨量指数 

 プロジェクト facebook ページの立ち上げ 

第 3 号 2019 年 11 月 8 日  土石流被災地域の調査、土石流シミュレーション演習 

 第 1 回 C/P 本邦研修の実施 

 警戒区域に基づく土地利用規制、日本の砂防事業の紹介 

第 4 号 2020 年 2 月 5 日  土砂災害インベントリーシートの改善・研修 

 第 2 回 JCC 会議の開催 

 早期警報にかかる短期専門家派遣 

 NBRO 年次シンポジウムでのプロジェクト紹介 

 

図 2.2: プロジェクト・ニュースレター 
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(2) プロジェクト facebook 

WG メンバーの日々の活動の様子を紹介するこ

とを目的として、プロジェクトの facebook ページ

を立ち上げた。同 facebook ページは、NBRO の公

式ページにも掲載している。ページへの投稿・管

理は、原則として NBRO 側が主体的に運営する

ものとしていたが、JICA 内部でのソーシャルネ

ットワークを用いた情報発信に係る規定から、

2019 年 11 月より、投稿時には、JICA スリランカ

事務所の決済を受けることした。 

2022 年 8 月時点でのフォロワーは 444 名であっ

た。オーディエンスのうち、78%が男性、22%が

女性で、全体の半数以上が 25～34 歳の年齢層に集中していた。地域別にみると、91%がス

リランカ国内、3%が日本国内であり、スリランカ国内のうち 21%がコロンボ、次いでキャ

ンディ、ガンパハからの閲覧が多かった。 

(3) 日本経済新聞 

JICA 本部からの依頼を受け、日本経済新聞社からのインタビューに参加した。その結果

は、2019 年 9 月 30 日付けの同紙に紹介された。記事では、SABO（＝砂防）の名称が世界

共通用語として認知されつつある点や、JICA 及び国交省が連携して各国の砂防技術支援を

行っていることが紹介され、Morawakkanda での野外調査の様子が掲載されている。 

(4) JICA 広報誌 mundi への掲載 

JICA 本部からの紹介を受け、JICA 広報誌 mundi の取材を受け、国道土砂災害対策事業

（LDPP：円借款）とともに、2020 年 5 月号にプロジェクト活動の様子が掲載された。 

出典：JICA 
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(5) 学会・シンポジウムでの発表等 

1)  日本地すべり学会での発表 

プロジェクトの広報活動を兼ねて、2019 年 8 月に開催された日本地すべり学会第 58 回研

究発表会に参加し、特にプロジェクトの活動に関する口頭発表を行った。同研究集会には、

NBRO で実施中の SATREPS 事業のチームも参加しており、スリランカの早期警戒体制強化

に向けての課題や支援方向性などについての活発な議論が行われた。 

2)  「砂防と治水」への寄稿 

第 1 回本邦研修に関して、一般社団法人全国治水砂防協会から、同協会機関紙である「砂

防と治水」への寄稿依頼があり、寄稿のうえ、同機関紙の 2019 年 12 月号に掲載された。 

3)  DMC 主催国際シンポジウムでの成果発表 

プロジェクト成果を広く広報するため、2020 年 12 月に開催された国際シンポジウム

「Multi-Hazard Early Warning and Disaster Risk Reduction」への寄稿及びシンポジウム発表を

行った。同シンポジウムは、スリランカ災害管理センター（DMC）と Cabaret（EU 資金で運

営するプロジェクト）が主催するもので、JICA も協賛している。プロジェクトからは、表 

2.5 に示す発表・寄稿がなされた。 

表 2.5 Multi-Hazard Early Warning and Disaster Risk Reduction への発表・寄稿 

No タイトル 発表者 

1 Inventory Survey of Slope Failures in Sri Lanka Yang P. 

2 Determination of the Feasibility of the Uses of Hyper 
KANAKO A Debris Flow System to Predict the Landslide 
Damage Zone of Sri Lanka, a Case Study to the 
Landslide at Meeriyabedda, Koslanda, Badulla, Sri Lanka  

Hemasinghe H., Suzuki K., 

Matsumoto N., Uchida T. 

3 Study on Landslide Early Warning by Using Rainfall 
Indices in SriLanka 

Wada T., Gamage H.G.C.P.,  

Senadeera W., et al. 

4 Rainfall Triggered Landslide Early Warning System Based 
on Soil Water Index Gamage 

H.G.C.P., Wada T., Senadeera W., 
Aroos M.S.M., Bandara D.M.L. 

4)  World Landslide Forum での成果発表 

2021 年 11 月に開催された World Landslide Forum 5（WLF5）に、オンライン参加し、プロ

ジェクトの成果の一部を発表した。WLF5 では、JICA が各国で実施している土砂災害関連

事業からも多くの参加があるため、互いの情報共有を行ううえでも貴重である。プロジェク

トからの発表タイトルは、表 2.6 の通りである。 

表 2.6 World Landslide Forum 5 への発表・寄稿 

No タイトル 発表者 

1 Strengthening non-structural measures for Landslide Risk 
Reduction in Sri Lanka – Achievement in Project SABO - 

Koike T. (Team Leader) 

2 Identification of Debris Flow Hazards in Sri Lanka Yang P., Nishikawa T., Hemasinghe 

H. H., Jayathissa H.A.G. 
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5)  NBRO 年次シンポジウムでの成果発表 

NBRO では例年 12 月頃に国内外の研究者や防災行政機関等を集めたシンポジウムを開催

している。本プロジェクト期間中では、2020 年には新型コロナ感染拡大により実施されな

かったが、2019 年（第 10 回）、2021 年（第 11 回）には、それぞれ JICA 協賛のもと盛大に

開催されている。 

第 10 回では、プロジェクトから、シンポジウム 2 日目の基調講演として、日本の土砂災

害対策に係る法制度整備の歴史や近年発生した豪雨災害に対する対応について講演すると

ともに、プロジェクト C/P から表 2.7 に示す発表が行われた。 

第 11 回では、プロジェクトから、シンポジウム 1 日目のパネルディスカッションに登壇

し、道路斜面管理の重要性について言及し、発災後の迅速な道路輸送回復のためには維持管

理の視点からのインベントリー整備や人材の確保が重要であることを説明した。また、シン

ポジウム 2 日目には本プロジェクト単独の特別セッションを持ち、C/P から表 2.8 に示す発

表が行われた。 

表 2.7 第 10 回 NBRO 年次シンポジウムでの発表・寄稿 

No タイトル 発表者 

1 Keynote Speech 02 on Soft Interventions for Sediment 
Disaster Risk Reduction in Japan 

Koike T. (Team Leader) 

2 Application of yellow zone and red zone concept to 
identify debris flow prone 
sites in Sri lanka 

Hemasinghe H. H. (WG1) 

3 Determination of Rainfall Thresholds for Landslide 
Occurrence in Sri Lanka, A Case Study: Kaluganga Basin 

Rajapaksha W.D.G.D.T. (WG1,2) 

 

表 2.8: 第 11 回 NBRO 年次シンポジウムでの発表・寄稿 

No タイトル 発表者 

1 Development of Local Rainfall Thresholds for Landslide 
Occurrence in Sri Lanka; A Case Study in Kalu River 
Basin 

Rajapaksha W.D.G.D.T. (WG1,2) 

2 Accuracy assessment of flow path of debris flow of slope 
failure using yellow zone / red zone concept; A case study 
of Aranayake landslide in Kegalle district, Sri Lanka 

Karunarathne M. D. S. S.(WG1) 

3 Review and validation of slope failure hazard zonation 
method in Sri Lanka 

Wada T. (Expert team) 

4 Soil Water Index as a Determining Factor for Initiation of 
Landslides and Issuing of Landslide Early Warning in Sri 
Lanka 

Rathnayake R. M. S. A. K, (WG2) 
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2.3. 成果 1 にかかる活動 

2.3.1. 土砂災害に関するハザード分析・リスク評価手法の確認（活動 1-1） 

(1) 活動内容 

成果 1で取り組むハザード分析とリスク評価の能力向上に関する現状の課題を明確にする

ため、NBRO が実施していたこれらの手法について確認を行った。 

NBRO は 1995 年頃より、土砂災害の危険性評価を定量的に行うことを目的として数値評

価システムを開発している。現在の土砂災害ハザードマップ（Landslide Hazard Zorning Map：

LHZM）の作成手法は、原則として当時の手法を踏襲している。この方法は、1) 地質及び地

質構造、2）土壌種別及び層厚、3）斜面勾配、4）水文特性、5）土地利用、6）地形分類の

6 つの要素からなるレイヤーに一定の重み付けを行い、総合スコアで斜面の原位置での土砂

移動発生のポテンシャル（Susceptibility）を 4 つのクラスで区分している。この LHZM は

10,000 分の 1 縮尺の図面として作成されているため、本プロジェクトで取り組む早期警戒

や土地利用規制に資するものとするためには、より詳細な（Site-specific な）スケールで、

さらに土砂の流下・影響範囲も示されたハザードマップを作成する必要があった。また、図 

2.3 の白丸部分は本プロジェクトのパイロットサイトの Weeriyapura 地区で、家屋等の変状

が認められるため地すべりの危険性の高い地区として認識されているものの、LHZM では

危険性が低いと評価されていた。地すべりは緩斜面を呈することが多いため、地すべりのよ

うな土砂移動タイプは、斜面勾配にスコアの重み付けを行っている LHZM では適切に評価

されていないという課題も認められた。 

 
図 2.3:現行の LHZM の事例（Badulla 県 Werriyapura 地区） 

出典：NBRO LRRMD 
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リスク評価については、RAMMS モデルを使用して、土砂災害の影響範囲の特定とそれに

基づいたリスク評価を行っている。上記 LHZM で最もポテンシャルの高いクラス 1 に区分

された箇所を発生源として、そこからの土砂流の流下範囲の解析を行っている。その後、土

地利用状況や家屋の密集度などから特定した影響範囲をもとに、階層分析法（AHP 法）を

用いてリスク評価を行っている。 

(2) 課題と工夫 

本活動はプロジェクトの開始と同時に行った。既存の分析・評価手法について C/P からプ

レゼンテーションをしてもらい、既存手法（LHZM）では土地利用規制に資するハザードマ

ップとして活用が難しい旨の課題や本プロジェクトで取り組む内容について建設的な議論

を重ねたことは、C/P のプロジェクトに対する理解を促し、プロジェクト初期段階からの C/P

との信頼関係の構築に繋がった。 

 

2.3.2. 土砂災害データの管理方法の改善（活動 1-2） 

(1) 活動内容 

1)  土砂災害インベントリーシートの開発と普及 

過去の災害記録は適切な対策を検討するための重要な基礎データである。NBRO も土砂災

害記録台帳と土砂災害調査レポートという形でこれらの記録を整備していた。一方で、以下

の課題が明らかとなった。 

 NBRO 地方事務所から NBRO 本部に災害記録を伝達する体制はあるものの、報告の

フォーマットが統一されておらず、十分な質の記録が蓄積されていなかった。 

 現行の記録は、切土法面崩壊と地すべりのみを対象としていた。本来、土砂災害形態

ごとに着目すべき点、記録すべき事項が異なっているため、それを整理する必要があ

った。 

 土砂災害対策の検討やハザードマップ作成に有用なデータの項目が不足していた。例

えば、記録した傾斜角が発生地点の傾斜角なのか堆積地点の傾斜各なのか等の情報が

不明確で、影響範囲を推定するための資料としてなり得なかった。 

 紙媒体のみで蓄積されていた。 

上記の課題を解決するため、WG1 は土砂災害記録の統一フォーマットとなる「インベン

トリーシート」を開発した。スリランカで発生している土砂災害形態の分析から、「滑動・

崩壊（SS）」、「土石流・泥流（DE）」、「傾倒・落石（TR）」の 3 種類のインベントリーシート

を作成した（図 2.4）。さらに、これらのインベントリーシートの記入方法を示したガイド

ライン「Guide to Landslide Inventory Sheet Records」も作成した。 

WG1 で作成したインベントリーシートと記入ガイドラインは、NBRO の各所内からのコ

メントに従って最終化を行った。最終化の後、NBRO が定期的に実施している地方事務所と

の定例会議において、作成したインベントリーシートを使用して今後土砂災害データを記

録する旨の通達がなされ、これらが各事務所に配布された。 
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図 2.4: 開発したインベントリーシートの一部（滑動・崩壊（SS）の事例） 

 

WG1 は、2019 年 4 月に地すべり応急対策・

復旧対策の実施状況等を含めた災害データ

記録シートの改善要点及びデータシート記

入方法等に係るワークショップを行い、同

年 7 月には全国の地方事務所職員を Matale

県に集め、開発したインベントリーシート

及びデータベースに関するセミナーを開催

した。さらに、同年 10 月には、2 日間にわ

たり、インベントリーシートの記入方法に

関する地方事務所職員向けワークショップ

を開催した。このワークショップには

NBRO 本部及び地方事務所から総勢約 50 名

の職員が参加した。 

 

2)  土砂災害情報管理システム（LIMS）の構築支援 

NBRO は、プロジェクト活動の一環として、土砂災害情報管理システム（Landslide 

地方事務所職員向けワークショップでの 

インベントリーシート記入実習 
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Information Management System：LIMS）の構築を計画し、そのための C/P 予算を確保してい

た。同システムは、地方事務所による各種調査レポートを統括的にオンライン管理するもの

であり、地方事務所職員がタブレット端末等から情報を入力し、NBRO 本部に集約させる。

本プロジェクトで支援したインベントリーシートも、同システムに載せることとなるため、

専門家チームも入札図書への助言を行ってきた。しかしながら、新型コロナ感染拡大の影響

を受けて、本システム開発についても予算削減対象となり、NBRO による調達手続きは中断

されたままとなっていた。 

コロナ禍においては、NBRO 本部職員による現地調査も制限されており、地方事務所職員

からの情報を迅速・正確に NBRO 本部に集約させることが求められた。さらにこうした即

時情報は、成果 2 で支援している早期警報閾値の高精度化にも資するものであることから、

2021 年 5 月に、この取り組みを追加支援することを決定し、LIMS 開発にかかる再委託業務

を実施することとなった。 

システム開発は、技術・価格プロポーザル評価の結果、2021 年 7 月に Science Land IT 社と

契約した。同年 11 月までの工期としたが、その後、感染拡大や国内移動の制限等により業

務が遅れ、2021 年 3 月まで工期を延長した。その間、NBRO・専門家チーム・Science Land 

IT 社の合同協議が複数回開催され、また、実際のユーザーとなる 10 つの地方事務所職員へ

の説明会を通じて度重なる修正・更新を行い完成した。 

  
図 2.5: LIMS 開発にかかるオンライン協議と完成したダッシュボードの事例 

NBRO 本部及び地方事務所には、3 万件を超える地すべり調査報告書、その他リスク評価

報告書を合わせて 10 万件を超える紙ベースの報告書が保管されており、これらを今後電子

化し LIMS に格納していく必要がある。 

新型コロナ感染拡大による財政難を受けて、各地方事務所の非正規職員の多くが退職して

いることから、プロジェクト予算にてデータ入力補助員を傭上し、NBRO 職員とともに 3 ヵ

月に渡ってデータ入力作業を進めた。2022 年 10 月の時点において、NBRO 本部及び地方事

務所の調査報告書のうち、10,000 件以上が LIMS に格納された。同作業はプロジェクト終了

後も NBRO 側により継続され、さらに、新規の調査報告は今後 LIMS 上で作成される。 

(2) 課題と工夫 

1)  インベントリーシートのユーザーである地方事務所職員からの意見の反映 

インベントリーシートは現場で調査を行う地方事務所職員らが主に使用していくことと
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なる。そのため、インベントリーシートの活用の持続性を確保するためには、地方事務所職

員らが十分に納得したものである必要があった。そこで、2019 年 10 月に行った全国の地方

事務所職員向けワークショップでは、現場でのインベントリーシート記入実習の後、シート

の改善すべき点について参加者全員で意見交換・議論を行い、それらをインベントリーシー

トとガイドランに反映させた。なお、議論の際は、参加者を複数のグループに分け、まずグ

ループ内で議論した後、代表者が全員に対して発表をする形式とした。優秀な発表・提言内

容のグループに対しては表彰をし、取り組みへのインセンティブを与えた。 

2)  土砂災害情報管理システムの開発 

データベース開発にあたっては、システムが持続的に活用されていくために、実際のユー

ザーの現業ニーズを正確に把握することが重要である。一般にシステム開発にあたっては、

当初想定した仕様に対して、ユーザビリティ向上に関するニーズとの間にギャップが生じ

やすい。このため、再委託業者には、開発前段階で全ての地方事務所にてヒアリングを行っ

たうえでシステムを設計することを課した。さらに、開発に際しては、プロトタイプを用い

て、NBRO 本部職員と再委託業者が共同で、各地方事務所でのデータ入力実習を複数回重ね

た。この間、様々な問題が生じたが、NBRO 側と再委託業者とで協力して、きめ細やかな対

応を行い、現業ニーズに即したシステムが構築された。 

 

2.3.3. スリランカにおける土砂災害記録の収集と実態調査（活動 1-3） 

(1) 活動内容 

1)  過去の土砂災害発生事例の資料収集・整理、現地確認 

これまでに NBRO が収集した過去 3,144 件の災害データ（1985～2017 年）を基に、スリラ

ンカ全土の土砂災害の種別毎の発生状況を整理・評価した。その内、近年発生した 61 の斜

面崩壊事例と 19 の土石流事例について、活動 1-2 で作成したインベントリーシートを用い

て、NBRO の地すべり調査報告書や、インターネット、新聞、発生前後の衛星写真などから

必要な情報を収集し、さらに情報が不足している場合は現場踏査し、データの補足や確認、

特に土砂到達距離や被害状況について地元住民への聞き取りなどにより情報を収集した。 

2)  土砂災害発生状況の分析 

活動 1-.4 で作成するハザードマップ作成マニュアルおよびリスク評価マニュアルの手法

を検討するために、上記で収集した災害事例を用いて、斜面崩壊の幅、長さ、深度、斜面傾

斜、土砂移動範囲などについて統計的な分析を実施した。この結果、スリランカでは斜面傾

斜 25～45 度で斜面崩壊が最も多く発生しており、特に 25 度以上となると斜面崩壊が急激

に増える傾向が認められた。また、崩壊した斜面の高さは 5～40ｍの斜面に集中しており、

全体の約 8 割を占めている等のデータが得られた（図 2.6）。これらの土砂災害の発生とそ

の地形的特徴を経験的な傾向として整理し、ハザードマップ（Yellow/Red zone）の設定基準

の根拠として用いた。 
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図 2.6: スリランカの斜面崩壊の地形的特徴 

（左図：斜面勾配、右図：斜面高さ） 

3)  被害状況に関する整理・分析 

被害状況について、土砂災害タイプ毎に人的被害と家屋被害に着目して分析を行った。デ

ータとして活用できる 58 事例の斜面崩壊について分析を行ったところ、図 2.7（左図）の

ように、崩壊斜面内（Initiation Area）、土砂の流下範囲（Affected Area）とも同程度の人的被

害が発生していた。 

一方、土石流による人的被害は、図 2.7（右図）に示されるように、発生源域（Initiation Area）

ではなく、流下区間（Flow Path）および土砂氾濫区間（Depositional Area）で被害が発生し

ていた。日本では沢の出口から下流に向かって居住地が広がっていることが多いが、スリラ

ンカでは山間の沢沿いにも家屋が立地しているため、このような結果となったと考えられ

る。そのため、土石流の Yellow/Red zone の設定に当たっては、土砂氾濫区間のみではなく

流下区間も検討する必要があることが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7: 斜面崩壊（左図）および土石流（右図）による死者・負傷者の位置分布 
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4)  土砂災害の実態調査のまとめ 

スリランカ固有の Yellow/Red zone の設定基準の根拠として、土砂災害の実態調査の結果

を「Manual on Site-specific Landslids Hazard Zoning」の REFERENCE DATA に示した。一方

で、Yellow/Red zoneの設定基準の根拠となるデータを収集できた災害事例が限られていた。

そのため、今後も活動 1-2 で作成したインベントリーシートや LIMS を用いてその基準を検

証・見直すべく記録収集を続けていくことの重要性も C/P 等と確認した。今後、NBRO が主

体となり、今後発生する土砂災害データを LIMS にて記録・蓄積し、Yellow/Red zone の設定

基準を検証・見直していくことが期待される。 

本実態調査結果の一部については、2020 年 12 月に実施された DMC 主催の国際シンポジ

ウムや、2021 年 11 月に京都で行われた World Landslide Forum 5 において、C/P と日本人専

門家との連名で発表がされた。 

(2) 課題と工夫 

1)  災害タイプの分類の理解促進 

土砂災害と総称された現象でも、斜面崩壊、地すべり、土石流など、その現象や特徴はそ

れぞれ異なり必要な対策も異なるという技術的な指導は TCLMP から一貫して行ってきた。

活動 1-3 においても、過去の災害記録をこれらの災害形態ごとに区分して分析することで、

初めてスリランカでの各災害形態の発生域と堆積域での地形的特徴や傾向が見出された。

C/P には、これらの地形的特徴が活動 1-5 で設定した Yellow/Red zone の経験的基準の根拠

となっていることを関連付けて指導することで、実態調査の意義の理解に繋がった。 

2)  過去の災害データの効率的な収集・整理 

過去の土砂災害レポートが紙ベースで管理されていたため、また、分析に必要な項目がこ

れらのレポートに十分に記載されておらず、災害データの収集・整理が難しい状況にあった。

これに対して、比較的記録が新しく情報が収集しやすい土砂災害事例を優先的に選定し、

NBRO の地すべり調査報告書や、インターネット、新聞、発生前後の衛星写真などから必要

な情報収集し、さらに情報が不足している場合は現場での確認、被害状況について地元住民

への聞き取りなどにより情報を収集した。また、現地傭人を活用することで効率的な情報収

集を行った。 

 

2.3.4. ハザードマップ作成マニュアル（案）およびリスク評価マニュアル（案）

の作成（活動 1-4） 

(1) 活動内容 

1)  ハザードマップ作成マニュアルの作成 

WG1 での議論を通じて、日本で導入されている「土砂災害警戒区域（Yellow/Red zone）」

のコンセプトを用いて、本プロジェクトの Site-specific hazard map を作成してくことを C/P
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と合意した。過去の TCLMP やその他の支援を通じて、C/P には日本の Yellow/Red zone の概

念が浸透していたこともあり、この手法が既存の LHZM の課題である「より詳細で、土砂

の流下・影響範囲も示されたマップが必要」ということを解決する手法であることも、よく

理解された。 

日本の Yellow/Red zone は、土砂災害タイプを「急傾斜地」「地すべり」「土石流」の 3 つの

種類に分類して、区域設定を行っている。それぞれの区域の設定基準は、あくまでも日本で

発生した過去の事例分析に基づいたものであるため、スリランカにその基準を直接適用す

ることは適切ではない。そのため、活動 1-3 においてスリランカで発生した過去の土砂災害

事例を分析し、スリランカでの土砂災害発生の可能性の高い地形的特徴とその被害範囲の

関係性を Yellow/Red zone の区域設定の基準として定めた（図 2.8）。なお、災害タイプにつ

いては、活動 1-3 の実態調査の結果から、日本と同様の「斜面崩壊」「地すべり」「土石流」

とした。また、Yellow/Red zone の定義も日本と同様に、Yellow zone は「土砂災害が発生し

た場合に、住民の生命または身体に危害が生ずるおそれがある区域」、Red zone は「土砂災

害が発生した場合に、建築物の損壊が生じ住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるお

それがある区域」とした。 

設定基準の検討に際して最も議論を費やしたのは、斜面崩壊タイプである。活動 1-3 を通

じて、スリランカでは斜面傾斜が 25 度以上、かつ斜面の高さが 5～40ｍの斜面で斜面崩壊

が多く発生していたことが分かった。これを、斜面崩壊の Yellow/Red zone の設定基準とし

てパイロットサイトでの適用を進めたが、活動 1-9 のパイロットサイト外の Kegalle 県

Aranayake 地区に適用したところ、当該地区は長大斜面の中腹にも人家が立地しているため

に、斜面全体の広範囲が Red zone として評価されてしまい、ハザードマップとして社会的

なインパクトが大きすぎることになってしまう課題が生じた。この課題について、傾斜 50

度以上では岩盤斜面を呈していることが多いため、傾斜 50 度以上の斜面を設定対象の斜面

から外す条件を新たに設けることとしたが、Yellow/Red zone の範囲は大きくは変わらない

結果となった。そのため、PD・PM・WG1 及び WG3 リーダーらとも協議を重ね、日本で用

いられている斜面勾配を基準にした設定ではなく、NBRO が作成している LHZM で示され

ている Landslides most likely to occur（最も危険度が高い）と Landslides are to be expected（2

番目に危険度が高い）の両エリアを崩壊発生域と想定した Yellow/Red zone の設定手法とす

ることとした。したがって、Yellow/Red zone の設定には、LHZM の精度が極めて重要であ

ることを C/P と確認した。 

ハザードマップ作成マニュアルは、第 1 章 はじめに、第 2 章 スリランカの土砂災害の概

要、第 3 章 斜面崩壊、第 4 章 地すべり、第 5 章 土石流の 5 編構成とし、各章には基準の

設定根拠となるデータも添付した。さらに、日本の設定基準、地すべり地形判読に係るテク

ニカルノートも巻末に添付した。 
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 土石流 斜面崩壊（急傾斜地） 地すべり 
日

本 
 Yellow zoneの最下流末端は土

地の勾配が 2 度の地点。 
 Red zone の範囲は、土石流に

より建築物に作用すると推定

される力が建築物の体力を上

回る土地の範囲。 

 急傾斜地の定義は、勾配が

30 度以上かつ高さ 5m 以上

の斜面。 
 Yellow zone の範囲は、斜面

の下端から水平距離で急傾

斜の高さに相当する距離の

2 倍 
 Red zone の範囲は、崩壊に

伴う土石等により建築物に

作用すると推定される力が

建築物の体力を上回る土地

の範囲。 

 Yellow zone は、地すべり

ブロック内および末端か

ら地すべりと同じ長さの

範囲。 
 Red zone の範囲は、地す

べりに伴って生じた土石

等の移動による力が建築

物に作用した時から 30 分

経過した時において、建築

物に作業する力の大きさ

が建築物の耐力を上回る

土地の範囲。 

ス

リ

ラ

ン

カ 

 対 象 渓 流 は 、 LHZM の

「 Landslides most likely to 
occur」と「Landslides are to be 
expected」のエリアが流域に

含まれる渓流もしくは扇状地

地形がある流域。 
 土石流と併せて生じる掃流を

考慮し、Yellow zone の最下流

末端は土地の勾配が 1 度もし

くは逆勾配となる地点。平面

上の分散角は 30 度。 
 Red zone の最下流末端は土地

の勾配が 3 度の地点。平面上

の分散角は 15 度。 
 基準点は保全対象の上流側。

（スリランカでは上流部まで

家屋が立地する特徴があるた

め） 

 LHZM で 示 さ れ て い る

「Landslides most likely to 
occur」と「Landslides are to 
be expected」の両エリアを

崩壊発生域と想定。 
 Yellow zone の範囲は、想定

発生域の下端から、発生域の

斜面比高に相当する距離の

2 倍。 
 Red zone の範囲は、想定発

生域の下端から、発生域の斜

面比高と同じ距離の範囲。 

 地すべり地形が明瞭で活

動性が高い場合、Red zone
は、地すべりブロック内お

よび末端から地すべりの

長さの 1/2 の範囲。 
 それ以外の場合、Yellow 

zoneは、地すべりブロック

内および末端から地すべ

りと同じ長さの範囲。 

図 2.8:日本とスリランカで設定した Yellow/Red zone の設置基準の主な相違点 

 

なお、スリランカでは、山間部斜面にも住宅が多く立地しているため、上部の露頭からの

落石による被害もあり、地すべり、斜面崩壊に次いで 3 番目に多い災害種となっている。し

かしながら、発生場所や到達範囲等が正確に示された災害記録がほぼ存在せず、過去の災害

記録を根拠とした落石についての警戒区域（到達可能距離）の分析をすることが困難であっ
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た。WG1 は、Weeriyapura 地区等での既存の落石分布位置とその発生源のデータ収集調査を

試みたが、新型コロナ感染拡大と重なり、十分な調査を行うことができなかった。そのため、

落石は本マニュアルでの Yellow/Red zone 設定の対象外の現象とすることとした。 

2)  リスク評価マニュアルの作成 

「リスク評価」は広義のため、目的によってその内容は変わってくる。本プロジェクトで

のリスク評価の定義と手法について、2020 年 2 月に短期専門家を含めて WG1 と WG3 で協

議を行った。日本では、Yellow/Red zone の設定の際に建物の耐力の要素が計算に含まれて

いるため、土砂災害のリスク評価は一般的には行っていない。短期専門家からの助言による

と、日本の都道府県などでは独自に、指定された警戒区域の事業優先度を決めるために、警

戒区域ごとに施設の重要度などを定量的に評価していることがある。 

そこで、本プロジェクトでの Site-specificハザードマップに関連したリスク評価としては、

Yellow/Red zone 内のリスクを細区分するのではなく、設定した各危険区域の対策優先度の

評価（すなわち危険区域内にどれだけの保全対象物・人口があるか、その保全施設の重要度、

過去の被災履歴の有無などを評点化し、危険区域のランク付けをする）と位置付けることと

し、整理を行うこととした。リスク評価手法（優先度評価）とその各項目については、短期

専門家からの助言を基に、日本の都道府県が用いている項目を参考とし、スリランカの実情

に即した項目と評価となるよう基準を設定した。 

また、開発基準の一部となる構造物対策の配置計画に関するテクニカルノート「Conceptual 

Planning of Structural Measures around the Designated Red Zones」を作成し、リスク評価マニュ

アルの巻末に添付した。 

なお、プロジェクトの当初 PDM では、NBRO の既存のリスク評価マニュアルを更新する

こととなっていたが、上記のような経緯を踏まえ、既存マニュアルの更新ではなく、警戒区

域ごとの事業優先順位付けを目的とした新規のリスク評価マニュアルを作成することとし

た。 

 
図 2.9:Yellow/Red zone に係るリスク評価の概念図 

（リスク評価マニュアル中から抜粋） 
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(2) 課題と工夫 

1)  実地課題のマニュアルへのフィードバック 

当初の業務計画では、マニュアルを作成した後にそれをパイロットサイトに適用するとい

う作業フローを想定していたが、より実用性の高いマニュアルとするため、マニュアルを作

成しつつそれをパイロットサイト等で適用し、出てきた課題をその都度 WG1 内で議論し、

マニュアルに適宜フィードバックするといったサイクルでマニュアルの作成を進めた。こ

のプロセスにより、マニュアルの実効性が高まり、さらに C/P の本マニュアルの内容への理

解をより一層深めることができた。 

2)  Project Manager 及び WG リーダーとのマニュアル全文の読み合わせ 

詳細な内容まで C/P と日本人専門家との認識を合わせるため、日本人専門家と Project 

Manager および WG1 リーダーとで Manual on Site-specific Landslids Hazard Zoning の全文の

読み合わせを行った。作業には時間を要したが、Project Manager も Yellow/Red zone の基本

概念と設定手法を理解したことで、その後の Yellow/Red zone に係る活動への推進力を育む

ことができた。 

3)  シンハラ語のマニュアル作成 

英語のマニュアルに加え、母国語のシンハラ語のマニュアルも作成した。これにより、よ

り馴染みのある言語での理解が可能になり、マニュアル活用の持続性を向上させた。 

4)  リスク評価での災害弱者・ジェンダー配慮 

心身に障害のある方、高齢者、妊婦、乳幼児、外国人の方などは、災害時に誰かの支援が

必要になる可能性があり、災害弱者と総称される。災害弱者は災害時にとりわけ危険にされ

やすいため、災害弱者やその施設の有無をリスク評価（対策優先度の評価）の項目に設ける

こととした。 

 

2.3.5. 既存の LHZM の評価・改良にかかる活動（活動 1-4：追加） 

(1) 活動内容 

プロジェクトでは、Yellow/Red zone の設定を Site-Specific と位置付け、従来 NBRO が整備

していた Regional スケールの LHZM と区分して活動を行ってきた。しかしながら、

Yellow/Red zone を全国で整備していくためには長い時間を要し、それまでの間は、LHZM を

土地利用規制の根拠として活用していく必要がある。このため、近年発生した土砂災害事例

を用いて Regional スケールの LHZM の適正評価・改良提言をする活動を追加することとな

った。 

1)  過去の災害記録を用いた既存の LHZM の検証 

既存の LHZM は、斜度や地質等の 1) 地質及び地質構造、2）土壌種別及び層厚、3）斜面
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勾配、4）水文特性、5）土地利用、6）地形分類の 6 つのファクターに点数付けを行ってハ

ザードレベルを決定している。そこで、Rathnapura 県と Kalutara 県のサイトにおいて過去に

発生した土砂災害（主に 2017、2018 年）について、「inititation area（土砂災害発生地）」と

「affected area（土石流等の土砂移動による被災地）」に分けて衛星写真より抽出し、LHZM

のハザードエリアと比較することでその精度を検証した。また、土砂災害発生エリアと各フ

ァクターの点数の比較も行い、各ファクターの有意性を検証した。検証に使用したデータは、

C/P と協力して整理した。 

その結果、土砂災害の約 9 割が「Modest（3 番目に危険度が高い）」以上のハザードエリア

内で発生しており、既存 LHZM の災害捕捉率は極めて高いことがわかった（図 2.10）。ただ

し、そもそもマップ全体の 7～8 割が「Modest」以上のハザードレベルに指定されているこ

とから、災害捕捉率が高いことは当たり前であるとも言える。災害捕捉率をなるべく下げず

に広すぎるハザードエリアを縮小することで、ハザードマップの適正化を図る必要がある

ことがわかった。 

既存のハザード評価に用いられている各ファクターに関しては、斜度や流域形状ファクタ

ーは土砂災害発生区域と比較的よい相関を示したのに対し、地質ファクターはネガティブ

な相関を示した（図 2.11）。LHZM の精度向上のためには、このような有効に機能していな

いファクターの見直しを進めることも選択肢の一つであるが、そのためにはより広い範囲

のデータを用いた検証が必要であるものと思料する。 

「initiation area」と「affected area」を比較すると、「affected area」の捕捉率は低かった。こ

れは、土石流等の流下過程が広域ハザード評価手法に考慮されていないためである。C/P か

らは、流下過程の評価を LHZM に入れ込んで精度を改善するよう要望があった。 

  

図 2.10: LHZM の 

ハザードレベル別の面積率 
 

左：土砂災害非発生エリア 
中：「affected area」 

右：「initiation area」） 

図 2.11: LHZM の斜度・地質ファクターのス

コアと土砂災害発生エリアの比較 
 

（上：斜度ファクター、下：地質ファクター） 
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2)  過去の災害記録を用いた適切な広域ハザード評価手法の検討 

a) ハザード評価閾値の見直し 

LHZM のハザード評価に用いられている閾

値を見直すことで、国土の 8 割を占める広す

ぎるハザードエリアの適正化を行うことを

NBRO に提案した。 

「Modest」ハザードの下限値を現在の 40 か

ら 48 に引き上げ、全体の約 8 割あった

「Modest」以上のハザードエリアを約 5 割ま

で絞ることが最適であることが示唆された

（図 2.12）。その代償として、土砂災害の捕

捉率は約 9 割から約 8 割に減少するものの、

捕捉率は依然として高水準を維持できる。 

b) 斜面崩壊 Yellow/Red エリア 

LHZM には、WG1 で用いられている斜面崩壊の Yellow/Red zone 手法による崩壊土砂の移

動範囲推定は用いられていない。そのため、崩壊斜面下方・上方の「affected area」が過小評

価されている傾向がある。そこで、同手法を用いて地形データから広域的かつ簡易に斜面崩

壊 Yellow/Red zone を計算するソフトウェアを開発した。 

同手法を用いて斜面下方・上方の「affected area」に相当する斜面崩壊 Yellow/Red zone を

抽出した結果、土砂災害の捕捉率の向上が認められた。ただし、検証可能であった土砂災害

の件数が未だ少ないことから、より多くの事例の蓄積と検討が必要である。 

本活動で作成した斜面崩壊 Yellow/Red zone の自動抽出ソフトウェアは下記のワークショ

ップ等を通じて C/P に共有され、パイロットサイト等のハザードマップ作成に活用された。 

 

図 2.13: LHZM の「to be expected」以上のハザードエリア・斜面崩壊 Y/R エリア及び実際

の土砂災害発生エリアの比較 

図 2.12: LHZM 閾値見直し前後の比較 
左：現在の LHZM 
右：閾値見直し後 

閾値の見直しにより、Modest（黄）・To be expected
（橙）のハザードエリアが減少している 
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c) 土石流ハザードエリア 

土石流についても、LHZM のハザードエリア外に広がる「affected area」を捕捉するため、

土石流の到達確率を推定するソフトウェアを作成した。解析アルゴリズムは既存ソフトウ

ェアである Flow-R の手法を基本とし、広域的に計算可能でかつ、LHZM のハザードレベル

を入力データとして土石流発生地点の設定ができるものとした。 

図 2.14 に Morawakkanda パイロットサイトの土石流シミュレーション結果と、実際の土石

流の比較を示す。「affected area」の再現性は良好であり、同手法には一定の妥当性があると

思われる。図 2.15 に、Kalutara 県のサイトで計算した斜面崩壊 Yellow/Red zone、土石流ハ

ザードエリア及び実際の「initiation area」、「affected area」を示す。「initiation area」は斜面崩

壊 Red エリアに位置し、「affected area」は斜面崩壊 Yellow/Red zone を逸脱するものの土石

流ハザードエリアでカバーされている。 

本活動では、LHZM に「affected area」の要素を含めるためのツールとして、土石流到達範

囲を広域で抽出することの出来る Flow-R の手法の適用性を検討した。検証の結果、過去の

土石流到達範囲を比較的良好に再現できることが分かったが、今後は、土石流の流下範囲推

定を通じて「affected area」に相当するハザードエリアを LHZM に組み込むことが、LHZM

の精度向上に必須である。 

3)  LHZM 改良に係るワークショップ・技術セミナーの開催 

上記の解析結果をとりまとめ、LHZM 評価及び改良に係るオンラインセミナーを 2021 年

10 月に開催した。内容は、i）土砂災害ハザードマップ作成手法全般に係るレビューと提言、

ii）現在の広域土砂災害ハザードマップの検証及び提言であった。 

専門家より、現在使われている LHZM 作成手法は 90 年代に決められたものであるが 2000

 
図 2.14: Morawakkanda に

おける検証結果の例 
背景写真：土石流到達範囲の空撮画像 
青グラデーション：土石流危険区域抽

出範囲 

図 2.15: Kalutara 県における検証結果の例 
赤枠：山腹の崩壊区域 
黄枠：土石流到達範囲 

赤・黄塗りつぶし：斜面崩壊 Y/R 相当の範囲、 
青グラデーション：土石流危険区域抽出範囲 
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年代に入ってから土砂災害記録の蓄積が進んでいることや、土砂災害の種類ごとに異なる

特性を勘案したハザード評価が重要であることから、ハザード評価手法の見直しは意義が

高いことが指摘された。広域ハザードマップの改善は実際に生じた土砂災害記録を用いて

検証を行うことが肝要であり、新たにプロジェクトで作成した土砂災害データシートを活

用した適切な災害データの収集及び集積が重要である旨の提言が専門家から行われ、NBRO

もこれに賛同した。 

また、LHZM の改善に係る解析・検討結果についても NBRO に共有され、議論が行われ

た。NBRO より「現在のハザード評価手法はデータに十分裏打ちされた物とは言えない。実

際の災害発生箇所のほとんどがハザードレベル中以上の区域にあったとしても、そもそも

マップ全体の半分以上がハザードレベル中以上に指定されている状況では、ハザードマッ

プの精度が高いとは言えないのではないか。ハザード評価の成功率について検証して、その

結果を共有して欲しい」とのコメントがあった。 

上記 NBRO のコメント等を踏まえ、2021 年 11 月に、NBRO 技術職員を対象に LHZM の

レビューとその改良に係る技術ワークショップを開催した。ハザード評価の閾値見直しに

よるマップの改良提案に加え、斜面崩壊 Yellow/Red zone 及び土石流ハザードエリア抽出手

法に関する実習も行った。 

オンライン実習であったため、参加者の解析アプリケーション操作へのサポートに困難な

点があったが、実習後、NBRO のマッピングチーム（ハザードマップ作成の実働部隊）を始

めとした職員が自ら操作、検証を続けており、そのフォローアップを遠隔で行った。 

 
オンライン技術セミナーの様子 

(2) 課題と工夫 

利用可能なデータが限られる中、NBRO と協力してできる限りのデータ収集と解析を行っ

た。それでも解析を行うことができた面積は土砂災害が頻発する地域の一部であり、LHZM

の改良を行っていくには、更なる災害データの収集と分析が必要である。 

ハザード評価閾値の見直し提案や、斜面崩壊 Y/R・土石流ハザードエリアの計算に係る技

術セミナーの実施、年次セミナーでの発表、LHZM への斜面崩壊・土石流の取り込みに関す

る議論を通じて、NBRO 側で検証を始めている。今後も、集積される土砂災害データを活用

しながら、LHZM の改良への継続的な取り組みが肝要である。 
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2.3.6. パイロットサイトのハザード分析およびリスク評価の実施（活動 1-5） 

(1) 活動内容 

1)  基盤図の整備 

パイロットサイトのハザード分析及びリスク評価を実施するため、対象地域の基図を収集

した。Weeriyapura と Udapotha については LiDAR DEM を用い、Morawakkanda については

LiDAR DEM が整備されていないため、測量局発行の 1 万分の 1 地形図から等高線を再生成

したものを基図として使用した。また、HSPTD がドローンによる各パイロットサイトのオ

ルソ画像の作成を行い、GIS 上に整理した。 

2)  地形判読 

土砂災害のハザード分析において、空中写真等を用

いた地形判読は最初の重要なステップである。そこ

で、各パイロットサイトの空中写真を入手し、また、

数値標高データ（DEM）から赤青立体視画像を作成

し、これらの写真と画像を用いて、パイロットサイト

の地形判読を行った。作業の開始に際しては、WG1

メンバーを中心に地形判読セミナーを開催し、土砂

災害に関連した地形の成り立ち、判読のポイント等

を指導した。 

 

図 2.16: C/P が実施・整理した地形判読結果（Udapotha 地区の事例） 

空中写真判読の指導状況 



スリランカ国土砂災害リスク軽減のための 
非構造物対策能力強化プロジェクト 
業務完了報告書 

- 34 - 

3)  Yellow/Red zone の設定 

活動 1-4 で作成したマニュアル（案）に従い、パイロットサイトの Yellow/Red zone の設定

指導を行った。机上による設定とその現地での確認を繰り返し実施した。 

NBRO LRRMD の中でも、マッピングチームと呼ばれる部隊は、特定の拠点を持たずに全

国の災害調査やハザードマップ作成を担っており、Yellow/Red zone を今後スリランカで展

開していくためには欠かせないチームである。2019 年 11 月には同マッピングチームを

NBRO Kegalle 事務所に集め、ハザードマップ作成マニュアル（案）を用いて、Yellow/Red 

zone 設定のための演習ワークショップを実施した。 

設定基準の理解を促すため、紙の地形図を用いて手作業での Yellow/Red zone の設定を指

導した。参加者たちは、それぞれの土砂災害タイプについて各々で Yellow/Red zone を設定

し、完成した図面を参加者同士で見比べ、どこにどのような違いが生じたのかを議論した。

特に、地すべりについては、Yellow/Red zone の設定に際し、まず地すべりブロックを地形判

読から抽出する作業が伴う。この地すべり地形の抽出作業に個人差が生じやすいことが明

らかとなった。そのため、地すべりブロックの設定については、複数の技術者で行い意見を

統一するプロセスにすることとした。 

 
NBRO のマッピングチームに対する

Yellow/Red zone の説明 

 
NBRO のマッピングチームに対する

Yellow/Red zone の実習指導 

 
WG メンバーによるパイロットサイトの

Yellow/Red zone 設定状況 

 
WG メンバーと地方事務所職員による机上で

設定した Yellow/Red zone の現地確認 

 

次項に、WG1 で作成した各パイロットサイトの Yellow/Red zone を示す。 
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図 2.17: 各パイロットサイトで最終化した Yellow/Red zone 
A: Morawakkanda における机上設定プロセス、B: Morawakkanda における Yellow/Red zone 

C: Udapotha における Yellow/Red zone、D: Weeriyapura における Yellow/Red zone 

 

A 

C 

B 

D 



スリランカ国土砂災害リスク軽減のための 
非構造物対策能力強化プロジェクト 
業務完了報告書 

- 36 - 

4)  パイロットサイトのリスク評価 

本プロジェクトにおけるリスク評価は、Yellow/Red zone に示された警戒区域内の保全対象

物や既存対策の有無等に基づいて行うものとした。 

リスク評価に必要な各種項目（位

置などの一般情報、区域内の住居や

公共施設等の統計情報、環境・社会

情報など）について、各パイロット

サイトで情報収集を行い、作成した

リスク評価シートを使い、優先度評

価を実施した。これらの結果を、成

果 3 で作成した「Risk Reduction 

Plan」に含めた。また、リスク評価

に用いた各項目の情報や優先度は、

早期警戒体制の構築の場所選定や

避難計画等にも活用した。 

(2) 課題と工夫 

1)  既存 LHZM との整合性の確保 

NBRO が作成している LHZM と Yellow/Red zone ではそのコンセプトや設定手法が異なる

ことから、LHZM は地域スケール、Yellow/Red zone は Site Specific なマップとして別々に使

い分ける方針としていた。しかしながら、活動を通じて議論を深めていく中で、LHZM と

Yellow/Red zone の結果に整合性がとれていないと、既に LHZM を一般公開している NBRO

としても問題があるという意見になり、既存 LHZM と Yellow/Red zone の整合性を図ること

となった。その解決策として、以下のような方法で試行錯誤が繰り返された。 

 LHZM のカテゴリー1（most likely to occur）とカテゴリー2（to be expected）エリアを Red 

zone として Yellow/Red zone に加えて表示し、LHZM のカテゴリー3（modest）を Yellow/Red 

zone の Yellow として加えて表示する。 

 LHZM のカテゴリー1 から 3 を一つの色彩として、Yellow/Red zone の図に重ね合わせて

表示する。 

 LHZM に加え、地形の変換点も考慮した Yellow/Red zone の設定手法も検討した。 

 最終的には、LHZM の Landslides most likely to occur（最も危険度が高い）と Landslides are 

to be expected（2 番目に危険度が高い）の両エリアを崩壊発生域と想定した Yellow/Red 

zone の設定手法とするという結果に至った。また、Yellow/Red zone の設定対象として、

既に開発された土地もしくは今後開発が行われる可能性の高い地域に適用を限定するこ

ととした。 

これらの議論と試行錯誤を C/P と繰り返したことで日本の Yellow/Red zone 設定手法の押

し付けとならず、双方の利点を融合したこと、一方でそれぞれの課題も C/P が深く理解する

ことに繋がった。 

 

図 2.18: C/P が作成したリスク評価結果の一部 
（Udapotha 地区の Yellow/Red zone 内の家屋数集計） 
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2)  地すべり地形の判読技術の強化 

NBRO はこれまで空中写真等による地すべり地形の判読をあまり実務で行ってこなかっ

たこともあり、地すべりの判読技術は十分とは言えなかった。地すべりタイプの Yellow/Red 

zone を設定する際にも地すべりブロックの抽出は重要なプロセスのため、本活動の中で地

すべり地形判読セミナー等を開催し、この技術の強化に努めた。また、本技術に係る研修用

ビデオを作成し、C/P 等に配信した。同教材は、今後 NBRO の研修にも活用することができ

る。さらに、判読のポイントをまとめたテクニカルノート「Aerial Photograph Interpretation of 

Landslides」を作成し、活動 1-4 で作成した「Manual for Site-Specific Landslide Hazard Zoning」

の別添資料として添付した。 

3)  Yellow/Red zone 設定のための作業補助プログラムの開発 

Yellow/Red zone は、GIS を用いて斜面ごとに手作業で設定するため、時間と労力を要する。

そこで、斜面崩壊と土石流の GIS での Yellow/Red zone 作図補助プログラムを開発した。こ

れにより、概略の Yellow/Red zone を短時間で作成することができるようになった。しかし

ながら、1/2,500 スケールのような Site-specific な Yellow/Red zone としての精度の確保は困

難であったため、あくまで広域として Yellow/Red zone を概略的に確認する際に使用するツ

ールとして活用することとした。 

 

2.3.7. 土石流シミュレーションの実施（活動 1-6） 

(1) 活動内容 

土石流シミュレーションについては、先行案件である TCLMP において、短期専門家を招

聘しての HyperKANAKO プログラムによる実習、また、国交省国土技術政策総合研究所と

NBRO との共同研究事業を通じて、NBRO 職員に対するトレーニングが実施されてきた。

本活動では、C/P 側の現時点での能力を踏まえ、座学及び現地調査を取り入れながら、土石

流ピーク流量や土砂濃度の考え方、入力条件等について、実践的な内容となるよう配慮して

支援を行った。 

パイロットサイト一つである Morawakkanda 地区は典型的な土石流タイプであることから、

Morawakkanda 地区を対象として指導を進めた。シミュレーションを開始するにあたり、物

性値の現地データ取得に関する実習を行った。こ

れまでは机上での指導が主に行われてきたが、こ

れにより適切なサンプル取得場所の選定や、具体

的な採取方法を C/P が理解することができた。 

2019 年 7 月には、WG1 および WG3 のメンバー

等に対して、Hyper-KANAKO を用いた土石流シミ

ュレーションに関する集中講義を行った。過去、国

総研での研修経験のある 3 名を含む、20 名弱が参

加し、シミュレーションの計算条件（ハイドログラ
土石流シミュレーションの指導 
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フ、投入土砂量等）の設定方法を指導するとともに、実際にソフトウェアを使用して解析を

実施した。Morawakkanda 地区での土石流シミュレーションの結果は、Yellow/Red zone の設

定基準の検証のためにも用いられた。 

また、シミュレーションに対する理解を深めるため、Morawakkanda 地区以外の地区を題

材としたシミュレーションの適用方法に関するセミナーも実施した。このセミナーでは、

HyperKANAKO 以外の複数のプログラムを用いて同一箇所のシミュレーションを実施し、

それぞれの結果と実際に発生した事象との比較検証を行い、それぞれのプログラムの適用

性について議論を行った。これまで C/P は、土砂災害タイプに関わらず、既存の RAMMS

モデル（雪崩や土石流解析を目的としてスイスで開発された数値計算モデル）や

HyperKANAKO 等を使用していたが、想定もしくは再現する現象に応じて適切なモデルが

あることを理解し、それぞれのモデルの適用性についても理解した。 

 

図 2.19: HyperKANAKO 以外のプログラムによるシミュレーションの適用性検討 

(2) 課題と工夫 

C/P 等の理解促進と広報活動の一環として、対外的な発表も積極的に支援した。2019 年 12

月に NBRO 主催のシンポジウムや、2020 年 12 月に実施された DMC 主催の国際シンポジウ

ムにおいて、これらのシミュレーションを用いた成果が C/P から発表された。 

本プロジェクトでは、C/P 側のこれまでの経験を踏まえ、座学及び現地調査を取り入れな

がら、実践的な内容となる配慮して支援を行った。これを通じて、能力にバラツキはあるも

のの、チュートリアル式に与えられた条件での土石流シミュレーションは問題なく実施出

来るようになっており、様々なサイトで C/P 自らによる解析が行われているが、砂防事業を

計画するための必要な入力条件やシミュレーション結果の評価について、今後引き続きの

支援が必要となっている。 
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2.3.8. ワーキンググループに対するハザード・リスク評価結果の共有（活動 1-

7） 

(1) 活動内容 

WG1 メンバーおよび NBRO マッピングチーム内で、ハザード・リスク評価の共有を適宜

行った。また、国防省災害管理センター（DMC）は、ハザード・リスク評価結果を活用する

一機関である。そのため、DMC 災害軽減研究開発部を WG1 の会議やセミナーに招聘して、

定期的にハザード・リスク評価について共有し、Yellow/Red zone の定義付けや設定方法に

ついて協議した。作成した災害記録シートガイドラインやハザードマップ作成マニュアル

は DMC に共有された。 

また、Kegalle 県の DDMCU（県防災ユニット）ともこれらを共有し、これらのハザードマ

ップを使ってどのように住民に公表するか、啓発していくかを議論し、ユーザーとなる地方

行政側からの意見も活動に反映した。 

DMC 災害軽減研究開発部部長への成果共

有と活用に関する協議 

Kegalle 県の DDMCU への成果共有と活

用に関する協議 

(2) 課題と工夫 

WG1 の活動が最盛期となるプロジェクト前半中、WG1 ミーティングを少なくとも毎月 1

回実施し、作業の進捗確認と成果の共有を WG メンバーで実施した。これにより、成果 1 に

係る全ての作業を WG1 メンバーの合意の下で進めることができた。 

 

2.3.9. ハザードマップ作成マニュアルおよびリスク評価マニュアルの最終化と

ワークショップの実施（活動 1-8） 

(1) 活動内容 

パイロットサイトで実施した上記の活動から得られた課題や教訓をマニュアルにフィー

ドバックして、ハザードマップ作成マニュアルおよびリスク評価マニュアルを最終化した。 

作成した災害記録インベントリーシート、ハザードマップ作成マニュアル、リスク評価マ
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ニュアル、パイロットサイトのハザードマップ、他地域での展開事例などに関するワークシ

ョップを 2021 年 7 月にオンラインで開催した。スリランカ側からは総勢 13 名が参加し、

これまでの活動の振り返りと成果の内容について議論・確認した。発表者は日本人専門家だ

けでなく、WG1 リーダー等が自ら母国語で発表を行うことで、発表者と参加者らの理解を

深めた。また、DMC 職員と C/P 等とで建設的な意見交換もすることができた。 

  
図 2.20: Manual on Site-specific Landslids Hazard Zoning 及び Manual on Risk Assessment for 

Yellow/Red zone 

(2) 課題と工夫 

ハザードマップ作成マニュアルを最終化するにあたり、それまで C/P 等と議論し試行錯

誤してきた基準案（特に斜面崩壊の Yellow/Red zone の設定基準について）を形式知とする

ため、マニュアルに参考資料として添付した。今後スリランカで発生する災害事例を NBRO

が分析し、これらの手法や基準の妥当性を検証できるようにした。 

 

2.3.10. パイロットサイト以外でのハザード分析とリスク評価の実施（活動 1-9） 

(1) 活動内容 

NBRO のマッピングチームが主体となりパイロットサイト以外の地域で、習得した

Yellow/Red zone の設定手法を適用し、成果の水平展開を実施した。具体的な地域として、

Kegalle 県の 12 のサイト、Badulla 県の Bandarawela 地区及び Welimada 地区、Ratnapura 県の

Dorekkanda 地区等で実施した。 
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Kegalle 県の 12 のサイトの成果については、2021 年 12 月に開催された NBRO 年次シンポ

ジウムにおいて、同県の行政副長官に手渡された。その後、Kegalle 県より、本 Yellow/Red 

zoning を正式に採用する旨、また、土地省に対して Red zone に用途制限をかけるための要

請レターが発出されている。 

 
図 2.21: NBRO が作成したパイロットサイト以外の地域での Yellow/Red zone 

C/P 等が本プロジェクトで習得したハザードマップ作成手法やリスク評価を、今後も

NBRO 自身で他地域に展開をしていくには、NBRO が持つ既存の研修システムにこれらの

講義を組み込み後進の育成に取り組むことが有効である。そのため、当初業務計画において

本プロジェクトの成果を研修プログラムに組み込み研修を実施する計画としていた。しか

しながら、新型コロナ感染拡大の影響により NBRO の研修自体の多くが中止となる状況と

なってしまった。したがって、将来の研修実施のために、研修プログラムに組み込むべき本

プロジェクトの成果について、項目出しを行い C/P 間で共有した。 

(2) 課題と工夫 

本活動は、新型コロナ感染拡大による渡航制限中の時期と重なったため、主にリモートで

C/P と活動を進めた。具体的には、上記の Kegalle 県での Yellow/Red zoning や、実際に発災

した土砂災害について二次被害を防止するための警戒区域を設定するにあたって、WG1 メ

ンバーよりメールや WhatsApp で設定結果が共有され、専門家チームがその設定範囲につい

てコメントを入れて返送するという作業を繰り返した。本来であれば、WG1 会議の中で一

つ一つ議論を行っていくことが望ましいが、時には C/P 個人との対応とならざるを得ず、議

論や修正のプロセスを関係者で共有しながら進めることは困難を極めた。したがって、パイ

ロットサイト以外の地域での成果を確認するためのオンラインセミナーを開催し、C/P が作

成した Yellow/Red zone に対し、WG1 メンバー全員で議論を行える場を持つようにした。 
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2.4. 成果 2 にかかる活動 

2.4.1. 土砂災害に係る早期警報発令体制・内容の調査（活動 2-1） 

(1) 活動内容 

近年、NBRO は雨量観測網の改善や警報発令体制の整備等を通じた土砂災害早期警報の改

善に継続的に取り組んでいる。土砂災害警報の更なる改善を本プロジェクトで支援するた

め、関連する NBRO の取り組みについて担当者からの聞き取りや現地調査を通じて基礎情

報を得た。その概要を表 2.9 に示す。 

表 2.9:土砂災害早期警報発令体制の現状 

項目 概要 

雨量観測体制 
（NBRO） 

 2019 年末時点において、全国 291 基の自動雨量観測計を設置しており、その後

もスマート雨量計・土壌水分観測機材の導入等の取り組みを進めている。 
 観測データは NBRO 本部の Web サーバに送付され、DB に格納される。これら

は、NBRO 以外の関係機関からもアクセス可能である。 
 降雨を時系列グラフで表示する機能がなく、監視しにくい状況。 

雨量観測体制 
（気象局） 

 全国 400 の手動雨量観測所があるが、その殆どが日雨量のみ記録しているため、

土砂災害警報には適していない。 
 JICA により 2 基の C バンド気象レーダーが導入予定である。 
 9km メッシュの数値予報を受信し、5km メッシュにダウンスケールしている。こ

の画像情報は気象局以外の関係機関に共有されている。 
地すべり観測  JICA TCLMP により 2 箇所に地すべり観測システムが設置されている。また、

JICA 普及実証事業により国内 2 箇所に地すべり遠隔監視システムが設置されて

いる。 
手動雨量観測  DMC と連携して、コミュニティ防災活動で活用するための手動雨量計を配布し

ている。NBRO 本部の警報閾値と同じ警報基準が設定されている。 
土砂災害警報発

令体制 
 NBRO 所内の Early Warning Center（EWC）において、雨量監視を行い、規定の

基準に達した際に警報文を作成し、EOC ほか関係機関に発出している。 
 2016 年までは日 1 回の頻度で発信していたが、現在は 24 時間体制で NBRO 職

員が常駐し、深夜帯であってもフレキシブルに警報発令を行っている。 
土砂災害警報基

準値 
 主に、24 時間雨量を基準として、3 段階のレベルで発信する。 
 警報の発令最小単位は DS Division レベルであり、有効期間は発令後 24 時間で

ある。 
 警報閾値は全国共通であり、地域性は考慮されていない。 

警報伝達体制 
（伝達経路） 

 土砂災害警報は NBRO から EOC やメディアに発信される。 
 EOC は県防災ユニット（DDMCU）や DS、GN に FAX・SMS 等で伝達する。 
 GN から住民へは直接訪問や電話、一部はラウドスピーカー等。 

警報伝達体制 
（避難指示） 

 NBRO の警報情報、コミュニティの手動雨量計、住民の通報、等を情報源として

避難指示を行うが、意思決定者については地域により異なり、県であったり、DS
であったりする。 

 NBRO の警報情報はあまり認知されておらず、実際の避難判断は住民の経験に基

づくところが大きい。 
避難訓練とハザ

ードマップ 
 大縮尺のハザードマップが未整備であり、避難に必要な情報と範囲を住民が把握

していない。 

 

NBRO が発令した土砂災害早期警報が住民に伝達されるまでの経路を図 2.22 に示す。コ

ロンボの NBRO 本部から発出された警報は主に DMC のラインを通じて地域住民に伝達さ

れる。警報発出後、住民の避難が完了するまでには概ね 2-4 時間程度を要することから、そ
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れを見越した警報発出が求められる。警報の伝達経路については、DMC ラインや地元警察

を通じたラインが一定程度機能しているが、伝達される早期警報に関する住民・地方行政職

員の理解度が低いことが課題に挙げられる。また、早期警報の発令雨量基準に地域性が反映

されていないこと、連続的な降雨がもたらす土砂災害発生リスクの上昇が十分考慮されて

いないことなどが課題である。明らかとなったこれらの課題を念頭に、2-2 以降の活動を実

施した。 

 
図 2.22: NBRO 土砂災害早期警報の伝達経路 

(2) 課題と工夫 

NBRO、DMC 等関係機関からの聞き取りに加えて、県、DS およびパイロットコミュニテ

ィにおける情報収集を通じて、草の根レベルの警報伝達・避難の実態をより正確に把握する

よう努めた。土砂災害早期警報の発令は NBRO 本部の所掌であるものの、住民への伝達は

DMC、住民からの災害通報への対応は主に NBRO 地方事務所が担当するため、実際に早期

警報がコミュニティレベルでどのように伝達され、活用されているのかという実態につい

て、NBRO 本部はこれまで認識が薄かった。実態としては、警報をコミュニティまで伝達す

る仕組み自体は DMC ラインを軸に構築されているものの、地方政府機関の職員や住民が

NBRO の警報レベルを理解していなかったり、あまり重要視されていなかったりして、実際

の避難に結びついていないケースが見受けられた。こうした状況を踏まえ、活動 2-4 のなか

で、パイロットサイトでの住民・地方政府機関を含めたワークショップ開催等の活動を行っ

た。本活動を NBRO の C/P と共にすることによって、住民への警報伝達・避難の実態に関

する NBRO の理解が深まったものと思料する。 
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2.4.2. 地域特性を考慮した早期警報発令に係る基準値の見直し（活動 2-2） 

(1) 活動内容 

1)  降雨・土砂災害関係解析 

警報基準見直しのための検討解析に係る日本の知見（日本での土砂災害警報発令基準やそ

の決定方法等）を WG2 会合にて共有した上で、WG2 メンバーと協働で雨量解析を実施し

た。 

a) 土砂災害早期警報発令基準の検討 

早期警報発令基準検討に係る雨量解析にあたっては、複数種の短期・長期雨量指数（実効

雨量や土壌雨量指数）を計算してスネークカーブ（短期雨量指数を Y 軸、長期雨量指数を

X 軸にプロットしたグラフ）を作成し、さらに災害が生じた点をスネークカーブ上にプロッ

トすることで、クリティカルライン（CL）・警報閾値についての検討を行った。CL を設定

するための等確率雨量線の推定には、RBFN を用いる手法と、正規分布・対数正規分布を用

いる手法を試行し、適用可能性を検討した。なお、雨量の解析ツールについてはプロジェク

トで独自に作成し、C/P と一緒に解析作業を行うことにより、技術移転を図った。図 2.23

に、C/P と協働で解析した国内各地点のスネークカーブを示す。 

 
図 2.23: WG2 メンバーにより実施された雨量解析結果と地域特性 
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土壌雨量指数は、日本で警報発令のための長期雨量指数として用いられている指数である。

スリランカにおいても土壌雨量指数を用いようとする場合、スリランカの環境に適したパ

ラメータを同定する必要があるため、C/P が灌漑局より流量データを入手し解析を実施し、

解析を行った（図 2.24）。その結果、日本で用いられているパラメータセットはスリランカ

の山岳河川流域おいても適用可能であることがわかったことから、スリランカにおいても

同パラメータを用いて土壌雨量指数の計算を行い、警報用 CL の設定を行うこととした。 

 
図 2.24: C/P と共同で解析したタンクモデルによる流量再現結果 

（青：実測流量、橙：計算流量） 

C/P と協働で実施したスリランカ各地の過去の降雨・土砂災害データを用いた解析によれ

ば、継続的に降雨があった場合には現在警報に利用されている 24 時間雨量より長期間の雨

量指標（土壌雨量指数や 72 時間雨量など）が有効である事例が散見されること、警報発令

閾値には土壌雨量指数で 50 程度の地域性が認められること、0.5%確率を警報発令のクリテ

ィカルライン（CL）に用いると 7 割強の地すべり発生を捉えることが出来るが、小規模な

斜面崩壊やすべり面の深い地すべりの捕捉率は低く、空振りも 3%程度発生すること等が明

らかとなった。 

b) 早期警報短期専門家派遣と警報発令基準の見直し方針 

上記の降雨-土砂災害発生の関係解析結果や、警報発令・伝達体制に係る調査結果に基づき、

2019 年 10 月に NILIM より派遣いただいた早期警報短期専門家に警報改善のためのご助言

をいただいた。短期専門家の提言は以下の通りである。 

 警報発令の参考情報としての土壌雨量指数・スネークカーブの活用 

現状、コミュニティレベルではマニュアル雨量計の 24 時間雨量が避難基準として広

く使われていること、及び土壌雨量指数や実効雨量を用いた警報基準改定をするた

めには災害データの蓄積が足りないことから、すぐに警報基準改定をするのではな

く、ひとまず参考情報として土壌雨量指数等を計算し、関係者内で試用する。 

 雨量モニタリングシステム UI の改善（雨量時系列・スネークカーブの表示など） 
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 警報基準改定のための適切な災害データ及び観測雨量データの蓄積 

 ターゲットとする災害の明確化（すべり面の深い地すべりや単発の斜面崩壊を除く

かどうか） 

 数値気象予報データや将来のレーダー雨量の活用 

 地方（コミュニティ）レベルの情報伝達と警報活用の改善 

特に土砂災害早期警報発令基準の改定については、土砂災害の事例や降雨データの蓄積が

浅いこと、現状の 24 時間雨量を用いた警報基準がコミュニティベースの避難体制に広く使

われていることなどの状況を鑑み、当面は警報基準を改定することはせず、十分データが蓄

積するまでは現在の警報基準を用いつつ、土壌雨量指数を警報発令の参考情報として用い、

地域ごとに警報閾値を設けることで、警報の精度向上を目指す方針となった。 

c) 直近の降雨イベントの解析とリードタイムの検証 

過去の事例の解析に加えて、直近に生じた土砂災害事例の解析を C/P が実施した。C/P に

よる 2020 年降雨イベントの解析例を以下に示す（図 2.25）。短期的な降雨量は似た値であ

っても、前期降雨の有無によって土砂災害の発生が左右される事例を C/P が明らかにした。

そのような場合は、土壌雨量指数による発災リスクの評価が効果的となることから、土壌雨

量指数を警報発令に活用することの意義は高い。 

 

図 2.25: サイクロン Amphan 時のハイエトグラフとスネークカーブ 

 

また、警報発令と土砂災害の発生のタイミングについて実際の災害事例を用いて C/P が分

析を実施し、十分なリードタイムが確保されているかについて検証した。2017 年 5 月の

Aranayake における災害事例では、NBRO の警報基準に基づき、発災の 5～6 時間前に警報

が発出されており、十分なリードタイムが確保されていたものの（図 2.26）、2020 年の災害

事例では急激な雨量の増加と土砂災害の発生が短時間のうちに生じており、リードタイム

を稼ぐことは困難であった。このようなケースに対応するためには、降雨予測を用いること

が不可欠であるが、現状の数値降雨予測は警報発令に足る精度を有していないことから、対

応が困難である。当面は、強い降雨が予想される場合には早めに警報を出すよう留意して運

用することが限度かと思われる。降雨レーダーの導入により、より精度の良い現況降雨の把

握と短期的な降雨予測が可能となることが望まれる。 

上記の解析結果及びそれに対する考察は、解析を担当した C/P より WG2 会合やシンポジ
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ウムで発表され、議論が行われた。NBRO 年次シンポジウムの C/P 発表では、24 時間雨量

を用いた現警報基準を補助する指標として、土壌雨量指数の活用が提言されている。 

 
図 2.26: C/P による 2017 年災害における警報発令タイミングの検証と CL の検討 

（X 軸●印：警報発令時間、黄・橙・赤ライン：NBRO の警報基準） 

2)  雨量モニタリングシステム 

2019 年に派遣された短期専門家の提言を踏まえ、適切な早期警報発令のサポートを目的と

した雨量・土壌雨量指数のモニタリングシステムを開発した。主な雨量モニタリング機能は

以下の通り。 

 既存 NBRO 雨量モニタリングシステム及び、パイロットサイトに導入される地すべ

り遠隔監視システムのリアルタイム実測雨量のシステムへの取り込み 

 雨量・土壌雨量指数の時系列グラフ・マップ表示 

 スネークカーブ（土壌雨量指数＋クリティカルライン）表示 

 クリティカルラインや土壌雨量指数計算パラメータの入力 

雨量モニタリングシステムは登録ユーザ（NBRO 及び関連機関）へ公開されており、ユー

ザーによる降雨現況把握及び災害発生リスクの推測を補助するものである。 

当初、システム開発は現地 IT エンジニアの傭上によって実施することを想定していたが、

新型コロナにより現地業務は一時中断となり、業務中断期間中にパイロットサイトへの地

すべり遠隔監視システムの導入が活動 2-4 に追加されることとなったため、本雨量モニタリ

ングシステム開発は地すべり遠隔監視システム導入の一部として行われることとなった。 

2021 年 11 月に、機材調達業者である OSASI 社の IT エンジニア 1 名が NBRO に滞在し、

雨量モニタリングシステムのインストールを実施した。その際、インストールやバックアッ

プ、リストア等のシステム管理方法について、NBRO 担当者に技術指導を行った。これに加

えて、IT エンジニアの現地傭人及び NBRO システム担当が協力し、既存の NBRO 雨量モニ

タリングシステムより OSASI 社の雨量モニタリングシステムに雨量データをリアルタイム

転送する機能を実装した。 

Occurrence of disasters 

Current 
warning 

thresholds  

Issuance of 
warnings 
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これによって、同システムには、NBRO の全国雨量観測データ及び、パイロットサイトに

導入された OSASI 社製の雨量観測データが受信されており、リアルタイムの土壌雨量指数

マップ及び時系列グラフ、スネークカーブが閲覧可能となった（図 2.27）。同システム上の

雨量観測点には各々の警報閾値・CL を設定可能となっており、これまでに実施した解析に

よって推定された各地の警報閾値・CL を入力することで、容易に各観測点の状況を監視す

ることが出来る。2022 年 6 月までに、C/P と協働で各地の警報閾値・CL を設定完了した。 

  
図 2.27: 雨量・土壌雨量指数モニタリングシステムの UI 

(2) 課題と工夫 

降雨と土砂災害発生の関係解析については、C/P が独自で観測データと解析ツールを用い

て実施できるレベルに達したと判断される。2020 年や 2021 年の土砂災害についての解析結

果について C/P が独自に解釈し、土砂災害時の降雨特性について考察したり、解析ツールの

新たな機能について提案したりするなど、C/P が積極的に知見を活用しようとする姿勢が見

受けられた。C/P は、通常業務として警報業務に携わっており、警報の妥当性検証や改善は

彼らの必要とするところであり、C/P 側の真のニーズを理解し、実践的に必要な解析をサポ

ートしたことが功を奏したと思料する。 

上記の解析で得られた結果について WG2 で議論するとともに、DMC で開催された国際オ

ンラインシンポジウムや NBRO の年次シンポジウムで C/P 及び専門家が発表を行った。 

 

2.4.3. プロトコル改訂を含む早期警報発令マニュアル（案）の作成（活動 2-3） 

(1) 活動内容 

早期警報発令マニュアル（案）を作成した。マニュアルは、大別して 3 パート（平時：NBRO

向けの警報基準検討手順、災害時：警報発令手順、コミュニティ・関係機関向け：警報解説

広報資料）構成となる。 

現時点では、土砂災害記録や雨量記録が不足していることや、現在の警報雨量基準がコミ

ュニティレベルの防災活動に広く用いられていることから、今すぐに警報基準を改定する
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ことは難しいため、将来的にデータが揃ったところで警報基準が改定できるよう、マニュア

ルは、基準の検討手順（第 2 章）及び新基準を用いた警報発令手順（第 3 章）という構成と

した。関係機関向けの警報解説広報資料に関連する警報の草の根レベルへの伝達やコミュ

ニティ防災といった活動（第 4 章）については、NBRO の管轄外ではあるものの、土砂災害

警報に実効性を持たせるためにはその部分の強化が必須であることから、土砂災害警報及

びハザードマップに関する解説広報資料を作成し、警報の伝達及び活用の改善に資するマ

ニュアルとした。WG2 ミーティング（含む DMC）で議論した早期警報発令マニュアル（案）

の目次構成は表 2.10 のとおり。 

表 2.10: 早期警報発令マニュアルの目次構成案 

 項目 備考 
1 イントロダクション 土砂災害警報一般論 
2 土砂災害早期警報に係る平常時のタス

ク 
災害データ収集・クリティカルラインの設定等

（NBRO 向け） 
3 土砂災害早期警報に係る災害時のタス

ク 
警報発令手順等（NBRO 向け） 

4 土砂災害早期警報の活用法 警報解説やハザードマップと併せた活用法等 
（DMC・ローカル向け） 

付録 DMC・住民向け広報資料 
雨量解析マニュアル 

 

同マニュアル（案）のうち、雨量解析の実際的な手順（図 2.28）に係る部分については技

術的な内容に寄ることから、別添資料としてとりまとめ、同資料に基づき、WG2 メンバー

が雨量解析を行った（活動 2-2）。WG2 メンバーからは、警報解除に係る記述について要望

があったため、降雨が収束した後も土壌雨量指数やその後の降水予報を参照して、警報解除

のタイミングを検討する旨の解説を加えた。 

  

図 2.28: 早期警報発令に係るルーティーンワークフロー（左）と発令時の参考とする土壌

雨量指数モニタリングシステム（右） 

(2) 課題と工夫 

WG2 の活動を通じて、C/P の意見・フィードバックを取り入れながらマニュアル案を作成

した。具体的には、警報解除の判断、対象災害の選定、土壌雨量指数のパラメータ最適化法

等について記載要望があり、それらの項目をマニュアルに取り入れたり、記述を加筆修正し
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たりした。また、マニュアルは短期専門家の助言（警報の対象となる災害種の限定、警報に

用いる雨量指標の選択等）を考慮した内容となるよう留意した。 

加えて、活動 2-4 で導入された地すべり遠隔監視システムのユーザーインターフェースや

その機能を用いて、住民や関係機関にわかりやすい広報資料を作成し、マニュアルの一部と

した。 

2.4.4. パイロットサイトにおける早期警戒避難体制の強化（活動 2-4） 

(1) 活動内容 

活動 2-1 で収集したパイロットサイトにおける警報伝達・避難体制に関する情報を参考に、

その強化を行った。Udapotha 及び Weeriyapura の 2 パイロットサイトについては、地すべり

遠隔監視システムを導入し、直接的な地すべりの観測と警報発令・伝達の強化を行った一方、

機材が導入されなかった Morawakkanda については、観測雨量に基づいた既存スキームの早

期土砂災害警報の発令・伝達改善に取り組んだ。 

1)  パイロットサイトへの地すべり遠隔監視システムの導入 

本プロジェクトでは、成果 3 に関連する活動で、Yellow/Red zone に基づく土地利用規制

や、避難警戒体制強化、構造物対策等の施策を示した砂防基本計画の策定を支援している。

これらの計画に基づいてパイロットサイトに地すべり遠隔監視システムを導入することで、

地方自治体や中央政府機関は地すべり発生を事前に察知することが可能となり、地域の早

期警戒避難警戒体制の強化に大きく寄与することが期待される。上記の背景から、

Weeriyapura 地区及び Udapotha 地区に地すべり遠隔監視システムを設置する活動の追加が

2020 年 10 月に承認・開始された。 

導入された地すべり遠隔監視システムは、JICA 実施の中小企業海外展開支援事業普及実

証事業「地すべり遠隔監視システムの普及・実証事業」で導入された OSASI 社製システム

と同様のものであり、機材・システムを共通とすることでランニングコストの低減及びユー

ザーインターフェースの共通化を図った。 

地すべり遠隔監視システム機材の仕

様・数量や設置場所、設置手続き、モニ

タリングシステムの UI 等について 2020

年 10 月より OSASI 社と協議し、仕様書

を作成した。同システムは、地盤の伸縮・

傾斜量及び雨量をリアルタイム計測す

るとともに、その観測データを NBRO 本

部のサーバに転送する。また、既存

NBRO の雨量データも取り込み、土壌雨

量指数をリアルタイムで計算すること

で、土砂災害警報の適切な発出に寄与す

るものである。 

 
観測機器設置箇所選定の様子 
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2021 年 3 月に WG2 会合を開催し、地すべり遠隔監視システムの開発・調達とそれにかか

る調整・準備事項（システム用の IP 取得、ビザ手続き、開発中の web サイト共有、専門家

渡航予定等）について協議した。以後、WG2 メンバーは精力的にシステム開発・調達をサ

ポートした。 

2021 年 4 月に正式な機材調達契約が OSASI 社と結ばれたが、新型コロナウィルス感染拡

大の影響により複数回の設置時期延期を経て、2022 年 1 月から 2 月に掛けて現地での機材

設置作業が実施され、無事完了した。 

機材の設置に先立ち、Weeiryapura 及び Udapotha の両サイトに導入する地すべり遠隔監視

システムについて、各観測機器の設置箇所を決定するため、2022 年 12 月に現地調査を実施

した。WG1 及び WG2 リーダー、及びマッピングチームが参加した。 

Weeriyapura については、当初予定通り、2 箇所の地すべりブロックを対象とすることとし、

Udapotha については、現地調査の結果を受けて、最も家屋が多く集まる地すべりブロック

に対して各観測機器を設置することとした（図 2.29）。 

図 2.29  両サイトの観測計器設置箇所（左：Weeriyapura、右：Udapotha） 

2)  パイロットサイトにおけるワークショップ 

地すべり遠隔監視システムを設置後、

2022 年 3 月に Udapotha、Weeriyapura、

Morawakkanda の各パイロットサイトにて、

住民と GN officer を招待したステークホル

ダーミーティングを開催した。土砂災害の

メカニズムを含めプロジェクトで導入され

た土壌雨量指数の考え方や、NBRO の早期

警報の伝達経路について説明した。 

各パイロットサイトには、NBRO 早期警

報を GN officer から受信する Emergency 

Community Committee というコミュニティ

防災組織は当初存在していなかった。そのため、2021 年 11 月から始まった WG3 の土地利

用規制に関する住民の意見のヒアリングの際に、立ち上げられ、NBRO のマニュアル雨量計

図 2.30 パイロットサイトのコミュニティ
向けの早期警報リーフレット 



スリランカ国土砂災害リスク軽減のための 
非構造物対策能力強化プロジェクト 
業務完了報告書 

- 52 - 

の供与もされた。Emergency Community Committee は、自治体議長、次官とメンバー3~5 名

で構成された。WG2 のワークショップでは、マニュアル雨量計の使用方法やログシートの

取り方などについても伝えられた。住民の積極的な参加もあり、自治体議長が NBRO 早期

警報を受信した後、コミュニティエリア全体に情報が行き渡るよう、メンバーの再検討等も

ワークショップを通して行われた。 

また、地すべり監視システムが設置された Udapotha と Weeriyapura では、設置場所とその

機能についても説明をした。ステークホルダーミーティングでは、コミュニティの中で警報

SMS を受信する担当と、機器周辺の草刈り等、機器の状態のモニタリングと監視をしても

らう担当を決め、機器への鍵も提供した。誤報等があった際のサイレンの止め方についても

教示した。 

 

住民との地すべり監視システムの視察（左：Weeriyapura、右：Udapotha） 

各パイロットサイトでのミーティング前後には、Kegalle, Badulla, Matara 県の DDMCU、

NBRO 県事務所も訪問し、導入された地すべり監視システムの説明と、土壌雨量指数につい

て説明する機会を設けた。NBRO 県事務所は今後、機材モニタリング・メンテナンス活動で

重要な役割を果たすため、機材の仕組みやメンテナンス方法についても教示した。 

(2) 課題と工夫 

普及実証事業で導入済みの機材と同様の仕様とすることで NBRO のメンテナンスに関す

る負担を軽減させるとともに、既存システムと統合した UI とすることで全国のモニタリン

グを容易にした。機材については、猿、アリ、ネズミ等による損傷も懸念されることから、

対策を WG2 メンバーと検討した。 

プロジェクト前はパイロットサイトにおけるコミュニティ防災組織は存在しなかった、も

しくは未活動の状況であったが、プロジェクトを通して NBRO が立ち上げ、早期警報に関

するワークショップを同組織と住民を巻き込んで実施することで、意識を高めると共に、実

際の伝達経路を確認し、伝達が確実に行われるように工夫した。また、機材に関しては、

NBRO 県事務所だけでなく、積極的な住民の参加を求め、鍵も提供することで、オーナーシ

ップを高めた。県事務所による点検は 3 ヶ月に 1 度程度であり、住民による異変や機材の

損傷の知らせをリアルタイムで行ってもらうことで、機材が常に適切に機能することを目

指した。また、住民だけではなく、末端の行政職員である GN Division も巻き込むことで、

継続的な活動になるように配慮した。 
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警報 SMS 受信者には、NBRO 本部、県事務所と住民代表のみだけではなく、その他早期

警報に関わる DDMCU、DS Division、GN Division にも届くように設定し、エリア内の関連

機関に同じ早期情報が行き渡り、状況が共有されるように配慮した。 

 

2.4.5. ワーキンググループでの早期警戒体制の共有（活動 2-5） 

(1) 活動内容 

早期警報改善に係る各活動の実施や情報共有等を目的として、ワーキンググループ(WG2)

を立ち上げた。WG2 には参加者に応じて 3 つのレベル（全体会合：NBRO・DMC/EOC・気

象局・灌漑局、内部会合：NBRO 早期警報関連部員、技術指導：NBRO C/P 技術担当者）を

設けることとした。2019 年 7 月に初回 WG2 全体会合を実施し、専門家チームならびに WG2

メンバーより、プロジェクトでの土砂災害警報基準設定の方針等について報告がなされ、こ

れらについて、関係機関を含む議論が行われた。 

活動 2-1～2-4 に関する降雨解析指導や成果共有、モニタリングシステム構築、議論を目的

とした WG2 技術指導及び内部会合を定期的に開催し、C/P への技術移転に努めた（詳細な

活動内容については 2.4.2～2.4.5 項参照）。2022 年 3 月の内部会合では、パイロットサイト

に導入した地すべり遠隔監視システムの警報閾値、機器状態モニタリングとメンテナンス

についての議論を行った。 

2020 年 3 月及び 2022 年 4 月には DMC も含めた全体会合を行い、警報伝達、パオロット

サイトの降雨モニタリングシステムとWG1のハザードマップを活用した避難等について意

見交換を行った。 

(2) 課題と工夫 

新型コロナウィルスの感染拡大等の影響により専門家が現地渡航できない状況にあって

も C/P が作業を進められるよう、WG2 を通じた情報交換や進捗報告を行った。その結果、

活動 2-2 に示すとおり C/P 自ら降雨解析を行い、発生した災害について降雨の状況を整理し

てその特性について議論できるようになるまでに至っている。 

パイロットサイトに導入した地すべり遠隔監視システムの運用や、土砂災害警報の住民へ

の伝達については、DMC を含めた関係機関との協調が肝要であることから、WG2 全体会合

や現地でのワークショップを通じて NBRO と関係機関がスムーズに連携できるよう、留意

して活動を進めた。特に地すべり遠隔監視システムについては、機材状態のモニタリング及

びメンテナンスが十分でないと継続して正確な警報が出せないことから、機材維持に関す

る NBRO 本部、NBRO 県事務所、住民の役割と DMC や DS の警報伝達への関与を明確に

し、機材モニタリング・メンテナンスに必要なチェックシートとスケジュールを作成するこ

とを WG2 メンバーと確認した。実践的な機材モニタリング・メンテナンス作業ができるよ

う、普及実証で導入された機材のデータ収集、機材の状態等についても、WG2 メンバーと

共に現場に赴き確認し、今後の更なる機材のメンテナンス向上に役立てた。 
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2.4.6. 早期警報発令マニュアルの最終化（活動 2-6） 

(1) 活動内容 

早期警報発令マニュアルの最終化を目

的として、2022 年 4 月に早期警報を住民

へ伝達する責任機関である DMC の

Emergency Operation Centre を招いて、WG1

も招き WG2 ワークショップを開催した。

WG1 で策定されたパイロットサイトでの

Yellow zone、Red zone の概要、土壌雨量指

数を考慮した早期警報の改善と発令、パ

イロットサイトに導入された地すべり監

視システムの運用・警報伝達等について

議論した。DMC やその県事務所である DDMCU は避難に関する責任機関でもあるため、地

すべり監視システムを用いての避難訓練、Yellow/Red zone にある DMC が指定している避難

所についての再検討の必要性について NBRO から提案された。DMC には、全国の避難場所

を示した地図があり、その地図に NBRO の Yellow/Red zone を重ね再検討してくことは可能

ということであった。また、NBRO 側からは Yellow/Red zone が最終化された際には、デー

タを共有する旨が伝えられた。 

上記の協議を踏まえて、早期警報発令マニュアルを改訂のうえ最終化した。 

 
図 2.31: 最終化された早期警報発令マニュアル 

DMC との協議の様子 



スリランカ国土砂災害リスク軽減のための 
非構造物対策能力強化プロジェクト 

業務完了報告書 

- 55 - 

(2) 課題と工夫 

NBRO と DMC は、普段より警報発令・伝達及び発災時対応等で連携しており、更なる連

携強化に向けて、プロジェクトで新たに導入されたハザードマップや警報システムなどの

活用について、パイロットサイトの情報を用いてより具体的な議論を行った。 
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2.5. 成果 3 にかかる活動 

2.5.1. スリランカの土地利用／開発規制に関する調査（活動 3-1） 

(1) 活動内容 

WG3 メンバーはスリランカ全体の開発計画（土地利用計画含む）に係る現況把握、関連す

る法制度の整理、パイロットサイトの土地利用計画に係る現状把握を行った。 

1)  スリランカ全体の開発計画（土地利用計画含む）に係る現況把握 

国の経済政策の観点から、第一次産業から第二次、第三次産業へのシフトを図っており、

都市部への居住を促進する方向にある。また国の開発計画のレベルには、国レベル、地域レ

ベル、地方レベルの 3 つがあり、地方レベルについては全国約 330 の地方自治体を単位と

しており、Urban Council（UC）、Municipal Council（MC）、Pradeshiya Sabha（PS）に分かれ

ている。UC と MC は、都市計画法に基づき市街化地域（Urban Declared Area）に指定され

ており、UDA が開発計画を策定している。PS については、その中でも市街化地域と非市街

化地域があり、UDA 管轄外となる非市街化地域については、計画策定の支援が行き届いて

いない。またそのようなエリアが国土の約 50%を占める。 

2)  関連する法制度の整理 

WG3 メンバーは、本プロジェクトにおいて参照すべき法令、マニュアルをリストアップ

し、概要および土砂災害との関連性を整理している（表 2.11）。 

表 2.11: 本プロジェクトで参照すべき法令・マニュアル 

 法令、マニュアルの名称 概要 
1 National Land Use Policy Sri Lanka 適切な土地利用、食糧自給、経済発展及び土地の生産

性の維持を確保するための政策的枠組みとして定めら

れている。政策のひとつとして、「高、中、低程度の

土砂災害リスク地域の特定と適切な保護政策の導入」

が規定されている。 
2 National Physical Planning Policy and 

Plan 2030 
2030 年までの国土に対する経済面、社会面、物理

面、環境面からの統合計画と促進、規制することを目

的とした計画である。戦略のひとつとして、居住地や

インフラを災害リスクのある地域から安全な地域への

移転が掲げられている。 
3 Town and Country Planning Ordinance NPPD が National Physical Planning Policy and Plan 

2030、地域計画を策定することが規定されている。地

方レベルの土地利用計画・開発計画については UDA
が管轄する地域とそれ以外の区域に分かれ、前者では

UDA が後者では地方自治体が管轄する。 
4 Urban Development Authority Law 1978 年に制定、1979-1988 年にかけて４回改定され

ている。UDA 管轄下にある土地に対し、UDA が土地

利用計画の策定と実施、他の政府機関・関係者による

計画事業の規制の権限を有することが定められてい

る。 
5 A Circular no NBRO 2011/01: Obtaining/ 

（Necessity to obtain) the Certificate of 
2011 年に MIWRM が地滑り危険の高い 10 県の土地利

用を規制するために出した通達。対象 10 県の土砂災
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 法令、マニュアルの名称 概要 
Land Suitability/Recommendations of 
NBRO prior to any type of construction 
in areas to prone to land slides 

害リスク地域における建設・開発行為については、計

画段階で NBRO による評価を通じた承認を得ること

が必須となった。 
6 Hazard Resilient Housing Construction 

Manual 
2017 年の NBRO による刊行で、全災害種を含むもの

であるが、土砂災害については、斜面造成に伴う切土

について、Risk の度合いに応じて、必要な処置（崖尻

からの距離の指定、擁壁建設の指定、建築不許可、排

水施設の設置、他の侵食防止策）が定められている。

法的拘束力のある Manual ではないが、開発にあたっ

ての指針となるものである。 

3)  パイロットサイトの土地利用計画に係る現状把握 

WG3 メンバーは 3 つのパイロットサイト（Udaphota、Weeriyapura、Morawakanda）につい

て、それぞれ管轄する地方自治体（Bulathkohupitiya PS、Badulla MC、Kotapola PS）を訪問

し、各地方自治体における土地利用計画策定主体、土地利用計画の有無、開発許可申請のプ

ロセス等を確認した。 

土地利用計画については、Bulathkohupitiya PS、Badulla MC、Kotapola PS のそれぞれの域

内に市街化地域があり、市街化地域では UDA が土地利用計画策定主体となっている。

Udaphotha と Weeriyapura は市街化地域内に位置するが、Morawakanda は市街化地域外に位

置し、地方自治体が策定主体となる。また、開発許可申請プロセスについては、市街化地域

では、4,000 ft2を超える開発は UDA が開発許可者となり、4,000 ft2以下は地方自治体が開発

許可を出している等、土地利用及び開発規制における権限は、各地方自治体の市街化区分と

密接に関係している。 

こうした情報を基に、WG3 では、土地利用規制／開発基準指針（案）の策定を進め、その

中で、既存の法制度との整合性を含めた議論を進めた。 

地方自治体との協議（左: Kotapola PS、中央：Badulla MC、右：Bulathkohupitiya PS） 

(2) 課題と工夫 

スリランカでは土砂災害リスク地域における土地利用計画および開発規制の必要性につ

いては認識されているものの、その具体的な法律・制度の整備については発展途上の段階に

ある。そのため、WG3 メンバーは日本の災害対策基本法や土砂災害防止法、国土利用計画

法、建築基準法、宅地造成等規制法、都市計画法等の関連法をレビューし、自然災害に対し

てどのような規制が引かれているかについても理解を深めた。また、専門家チームはこれら

の法律の英文版の提供、さらには住民視点での理解を促すことを目的として、東京都建設局

Web サイトから「土砂災害防止法 よくある質問と回答」を英訳し提供した。 
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2.5.2. 土地利用規制／開発基準指針（案）の作成（活動 3-2） 

(1) 活動内容 

WG1 のアウトプットである Yellow/Red Zone が示されたハザードマップと NBRO が運用

している Flood Resilient Guideline に基づき、WG3 は最終的な土地利用の用途区分について、

「開発区域」「警報区域」「開発規制区域」「開発禁止区域」の 4 分類とすることとした。 

以下の点について WG3 と専門家チームの間で協議を行い、土地利用規制／開発基準指針

（案）の作成を進めた。 

1) Urban Area と Rural Area における土地利用計画の策定および実施に係る関係者および

役割分担 

2) 都市計画に係る地方政府のガバナンス 

3) Yellow/Red zone を基に WG3 が設定した Restricted Zone、Controlled Zone、Warning Zone、

Development Zone の各 Zone における、リスク評価報告書の必要性、既存建物および

新規開発の規制、関係機関の役割 

4) NBRO がこれまで使ってきた Land Hazard Zonation Map との関係 

5) 指針（案）の砂防基本計画、土地利用計画・規制に係る関係組織の役割、警戒避難体

制、地方行政制度 

1）、2）の議論を踏まえ、表 2.12 に取りまとめた。Urban Area と Rural Area に分類され、

Urban Area は全て UDA Declared Area に属すること、また Rural Area は UDA Declared Area

と Non Declared Area と Estates の 3 つに分類される。また UDA Declared Area は

Development Plan を有する地域と Development Plan の無い地域に分類される。それぞれの

地域において、NBRO、UDA、Estate Company、地方自治体、DS/GN がそれぞれ、土地利

用計画策定および土地利用の管理においてどのような役割を果たすのかを整理した。 

また、3）、4）に関しては、WG1 で検討してきた Yellow/Red zone を示すハザードマップを

基に、図 2.32 に示す通り、4 つの土地利用区分（Restricted Zone、Controlled Zone、Warning 

Zone、Development Zone）を検討した。また検討した 4 つの区分は NBRO がプロジェクト開

始前より検討していた Land Hazard Zonation Map の土地利用区分とも符合するものであるこ

とを確認した。各 Zone における、リスク評価報告書の必要性、既存建物および新規開発の

規制、関係機関の役割についても 1）、2）の協議結果も踏まえて検討し、指針（案）に記載

した。 

また 3）、4）の検討過程にあった 2020 年 2 月には、短期専門家「土地利用政策」を受け入

れ、日本の Yellow/Red zone において掛けられる土地利用規制の考え方についてご教示頂い

た。WG3 では Red Zone を Restricted Zone と Controlled Zone に分けることを考えており、後

者においては農地利用などの生産活動をできるようにすることも考えていた。この 2 つの

エリアの分け方について、短期専門家より既存の土地利用をベースに分ける考え方につい

てアドバイスを受けるなど、日本における実践例が紹介された。 
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表 2.12 Urban Area と Rural Area の分類と、分類ごとの関係機関の役割 

 

Urban Area (MC, UC) Rural Area (PS) 

UDA Declared Area 

Non UDA Declared Area Estates Without 
Development Plan 

With 
Development Plan 

NBRO 

Prepare hazard map showing Yellow/Red zones 
Support UDA and/or LA in land use planning as a part of SDRRP 

Support and recommend to implement SDRRP 
(Early Warning and Evacuation / Structural Measures) 

UDA 
Prepare land use 

plan based on 
hazard map 

Update land use plan 
base on hazard map - - 

Estate 
Company - - - 

Cooperate 
with LA 

Local 
Authority 

Give 
development 

permission based 
on UDA 

standards 

Issue By-laws to 
implement the SDRRP 

Give development 
permission based on 
UDA standards and 

SDRRP 

Prepare SDRRP 
for catchment area with 

disaster risk areas based 
no hazard map 

Give development 
permission 

- 

DS / GN Provision of Data 

 

図 2.32: Yellow/Red zone を基にした土地利用区分 

5）では、各 Zone において土地利用規制のみならず、斜面対策工や砂防施設などの構造物

対策や警戒避難システムの整備などの対応策とその考え方についても検討し、指針（案）に

記載した。 

以上の協議を通じて指針（案）を更新した。また協議の過程で以下の内容を Annex に入れ、
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参考資料とすることにした。 

 日本の土地利用計画・規制に関する法制度について紹介し、主に国土利用計画法の概

要、同法の中の土地取引制度、都市計画法の概要と改正の背景 

 地盤支持力を基にした家屋密度の設定の方法 

(2) 課題と工夫 

土地利用規制／開発基準指針（案）を実践的な内容にすることが求められていたため、指

針案の項目と記載すべき内容をドラフトし、WG3 メンバー間で 2 回推敲した段階で、活動

3-3 のパイロットサイトでの土地利用規制及び開発基準（案）の作成に着手した。パイロッ

トサイトでの土地利用規制及び開発基準（案）の作成過程で指針案にフィードバックした方

が良いと思われる事象を抽出し、指針案にフィードバックし、指針案の更新を行った。 

例えば、Yellow Zone や Red Zone 内の土地利用については、現在更地となっている地域と

既に住居が立地している地域では取るべき土砂災害リスク削減策が異なってくることが活

動 3-3 の過程で明らかになった。そこで、指針案においては現況土地利用に応じた土砂災害

リスク削減策について表 2.13 のように整理して、追記を行った。 

表 2.13 災害リスクの高い地域における既存住宅地と更地の災害リスク削減策 
 

Red Zone Yellow Zone 

Possible 
Land Use 

Restricted Zone 
Only for Natural Vegetation (Forest, bushes, 
etc.)   
(detailed investigation for agricultural) 

Warning Zone 
Agriculture 
Parks and Playground/ non-residential 
activities 
Detailed investigation for Residential, 
Retail & Commercial, Office, Industrial Controlled Zone 

Agricultural 
(detailed investigation for Human induces 
activities: Parks and Playground/non-
residential activities)  

Current 
Land Use 

Existing Residential 
Area 
-No special zoning 
regulations are in 
practice.  

Vacant 
Area 
-No special 
zoning 
regulations are 
in practice.  

Existing 
Residential Area 
-No special zoning 
regulations are in 
practice.  

Vacant 
Area 
-No special zoning 
regulations are in 
practice.  

DRR 
Measures 

-Early Warning 
-Conduct detail 
investigation and select 
for DRR measures 
- Land-use regulations 
(not to allow further 
development) 

- Promote land-
use regulations 

-Early Warning 
-Structural 
Measures (Sabo, 
Retaining wall, 
etc.) 
- Other resilience 
constructions 

- Promote land-use 
regulations 

また活動 3-3 の議論から、Restricted Zone については商業ベースの農地としての利用は詳

細調査を経て問題なければ利用可能とされているが、家庭菜園レベルの活動については詳

細調査なしでも利用可能とすることにし、その記載を指針案に追記した。 
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2.5.3. パイロットサイトにおける土地利用規制及び開発基準（案）の作成（活動

3-3） 

(1) 活動内容 

WG1 の活動における進捗の最も早い Morawakkanda サイトから土地利用規制及び開発基

準（案）の作成を行い、土砂災害リスク削減計画の一部として取り入れた。同様の手順で

Udapotha および Weeriyapura で土地利用規制及び開発基準（案）を含む土砂災害リスク削減

計画を作成した。 

1)  土地利用規制及び開発基準（案）の流れ 

最初に Yellow zone、Red zone に掛かっている地域を対象にした土地利用計画のアウトプッ

トイメージ、土地利用計画策定の手順、収集データの確認を行った。例えば、WG3 がドロ

ーンによる空撮画像を基に作成した現況土地利用図（図 2.33）の内容や土地利用用途を示

す凡例にある略語の意味について確認を行った。 

 

図 2.33 WG-3 が作成した現況土地利用図（Morawakanda 事例） 

その後、活動 3-2 で作成したガイドライン案を参照し Yellow Zone と Red Zone でそれぞれ

どのような土地利用が可能かを確認し、現況土地利用図と Yellow/Red Zone やリスク評価結

果を重ね合わせ、土地利用計画案について協議した。その際、Yellow/Red Zone 内の現況土

地利用の用途をどのように変更するのかについて、用途変更しないというオプションも含

め、協議した。議論を重ねた結果、後述するように土地利用計画については現況土地利用図

のような詳細な用途分類までは立ち入らず、Restricted / Controlled / Warning / Development 

Zone の範囲を示すとともに、各 Zone で可能となる土地利用用途を示すに留めた。 

2)  世帯調査の実施 

土地利用規制以外の避難などの非構造物対策もより具体的なものに改善する必要があり、
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根拠となるデータの収集が必要となり、各サイトで世帯調査を行い、家族構成、年齢、職業、

居住理由、家屋のタイプなどを把握した。なお、Weeriyapura に関しては Badulla 市の郊外部

にあたり世帯数も多いため、土石流の発生の恐れがある Yellow/Red zone の中にある世帯に

対象を絞った。 

  
WG-3 による世帯調査（左：Udapotha、右：Weeiryapura） 

3)  土砂災害リスク削減計画の構成の検討 

土地利用規制及び開発基準（案）を含む土砂災害リスク削減計画は表 2.14 のような目次

構成とした。WG1 で検討した Yellow Zone/Red Zone のコンセプトは 2.3 に、ハザードマッ

プは 2.4 に示されている。WG-2 で検討した事項は 4.1～4.3 に示されている。土地利用規制

及び開発基準（案）については 2.5～3.2 に示され、管理計画が 6.1 に示されている。 

表 2.14 土砂災害リスク削減計画の構成 

Chapter Sub-Chapter 
1. Introduction 1.1 Background 

1.2 Objectives 
1.3 Vision 
1.4 Target Users for the SDRRP 

2. Current Setting of Pilot Site 2.1 General Information of Local Authority 
2.2 General Information of Hazard zone 
2.3 Concept of Yellow/Red Zone  
2.4 Categorized Zone based on Yellow/Red zoning and LHM 
2.5 Possible Land Uses for the Zones 
2.6 Approval and Enforcement of the Land Use Plan 

3. Land Use Zoning Plan 3.1 Land Use Zoning Plan 
3.2 Statistics in Yellow and Red Zone 

4. Strength Early Warning and 
Evacuation 

4.1 Warning Protocol in local level 
4.2 Securing Evacuation Place 
4.3 Awareness Activity for Early Warning 

5. Structural Measures - 
6. Long-term Management Plan 6.1 Land use management plan 

6.2 The land value management plan 
7. Implementation 7.1 Action Plan 

 

4.1~4.3 については、WG2 と連携し、WG2 のコミュニティ防災組織とのワークショップで

明確にされた各パイロットサイトにおける NBRO 土砂災害早期警報の伝達経路について記
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載し、フォーカルポイントの連絡先等が明確になるようにした。また、Udapotha と

Weeriyapura に関しては、導入された地すべり監視システムについても記載し、システムか

ら出される警報 SMS の全関係者を明確にし、パイロットサイトにおける早期警報体制の全

体像が分かるようにした。 

   
図 2.34 完成した 3 パイロットサイトの土砂災害リスク削減計画 

(2) 課題と工夫 

計画の実現が課題であり、予算化につながるよう土地利用計画だけでなく、他のリスク削

減方策も含めた土砂災害リスク削減計画（Sediment Disaster Risk Reduction Plan）として取り

纏めた。その際、WG1 の成果である Yellow/Red Zone を示したハザードマップを基に、WG-

3 で検討した土地利用計画や開発基準だけでなく、WG-2 の成果である早期警戒システムや

避難場所も含めた総合的な計画として取り纏める工夫を行った。 

地域特性や災害種の異なる3つのパイロット

サイトでの土砂災害リスク削減計画の作成が

求められた。WG1 の活動状況に合わせ、ハザ

ー ド マ ッ プ 案 が 最 初 に 出 来 上 が っ た

Morawakkanda から計画を作り、計画の構成や

コンテンツ、地方自治体が収集すべき事項と

NBRO 側がインプットすべき事項、アクショ

ンプランの構成等について議論を行ったうえ

で、Morawakkanda の計画を参考に他の２つの

サイト（Udapotha と Weeriyapura）の計画を作

成した。またステークホルダーミーティング

や地方自治体との協議も Morawakkanda から

行い、DS division との調整やコミュニティワ

ークショップに県の防災担当官（DDMCU）の

参加を求める等、Morawakkanda での経験を活

かし、他の 2 サイトでの協議への対応の際に

改善を図った。 
図 2.35 Morawakkanda の土地利用計画 
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また土地利用計画の土地利用用途をどのように示すかも課題となっていた。現況土地利用

図においては土地用途が農業の形態や植生などにより細かく設定されているが、本プロジ

ェクトは対象地域の被害を軽減すること主眼に置き土地利用計画を検討するものであり、

対象地域の土地の生産性向上や生産物の価値向上を目論んだものではないことに留意した。

そこで、パイロットにおける土砂災害リスク削減計画の土地利用計画については Restricted 

Zone、Controlled Zone、Warning Zone、Development Zone の範囲を示すとともに、各 Zone で

可能となる土地利用用途を示すに留めた。 

 

2.5.4. ワーキンググループによる土地利用規制／開発基準（案）の検討と土地利

用規制／開発基準指針の最終化（活動 3-4,5） 

(1) 活動内容 

1)  土地利用規制／開発基準指針（案）への地方自治体及び関係機関からの聴取 

WG3 の活動は、NBRO の HSPTD のメンバー

を中心に進めているが、前述の通り、実際に土

地利用規制／開発基準をそれぞれのパイロッ

トサイトで適用するためには、地方自治体の市

街化指定レベルに応じて、適切な開発担当機関

を巻き込んでいくことが重要である。このた

め、WG3 は、HSPTD の職員に加え、都市計画

庁（UDA）、土地利用計画政策局（LUPPD）等

を含めた議論を進めてきた。 

具体的には、関係機関を巻き込んだ WG3 全体会議を開催するとともに、個別パイロット

サイト訪問の際に、その地区を所管する UDA や LUPPD、地方自治体との協議を行った。 

UDA との議論では、UDA Declared Area である Udapotha と Weeriyapura にて UDA が開発

計画を策定する際には土砂災害リスク削減計画を参考にすることについて同意を得るとと

もに、UDA より他の UDA Declared Area において Yellow Zone と Red Zone の設定を行って

欲しいとの依頼があった。UDA が土砂災害リスクの理解をした上で開発計画の策定を行っ

ていく意思があることを確認することができた。 

地方自治体も土砂災害リスクの理解に基づく土地利用の重要性について賛同した。特に、

Morawakkanda サイトが属する Kotapola PS では議長が土地利用規制の実施に向け By-law の

制定を提案し、By-law の草案作成に向けた取り組みにつながっている。 

2)  土地利用規制／開発基準指針（案）の最終化 

NBRO 所内及び UDA 及び地方自治体との協議を通じて、活動 3-2 で策定した、土地利用

規制／開発基準（案）の最終化を行った。 

WG3 メンバーと PS 議長との協議 
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最終段階の 2022 年 5 月の全体会議では、Red zone を Restricted zone と Controlled zone の 2

つに分けることへの議論があった。同指針を NBRO 地方事務所が運用する際に、Red zone

を 2 区分するのであれば、その区分の基準が必要であり、基準がない場合には、混乱を生じ

るというものであった。WG3 で再度検討したうえで以下の結論とした。 

 Zoning のコンセプトは Hazard と Land Use の 2 種類があること。Hazard zoning のコン

セプトとは Yellow/Red zone のことであり、Land Use zoning のコンセプトは、Restricted 

/ Controlled / Warning / Development zone のことである。 

 NBRO 地方事務所では、Hazard Zoning を行うが、Land Use Zoning は NBRO HSPTD が

主導し、地方自治体や UDA が設定していくものである。 

上記について明確にするため、土地利用規制／開発基準指針（案）を一部変更し、Zoning

の考え方を明確に示すこととなった。 

 

 
図 2.36 Hazard zoning と Land use zoning の考え方と、土地利用規制／開発基準指針（案） 

さらに、6 月の WG3 会議全体では、土地利用規制／開発基準指針（案）は、マニュアルに

近い形で作成してきたが、よりコンセプチュアルな考えを示す指針とすべきであるとの議

論があり、それまでの 60 頁を超える内容を 20 頁程度に縮小して最終化とすることとなっ

た。 

(2) 課題と工夫 

土地利用規制／開発基準（案）の実効性を高めるためには、行政レベルの関係者への理解

促進だけでなく、コミュニティ住民への理解促進とコミュニティ住民による防災活動の実

践が課題となっていた。コミュニティレベルのステークホルダーミーティングにおいては

Yellow Zone や Red Zone の概念を含む災害リスクと土地利用規制を含む災害リスク削減策

に係る理解促進に加え、総合的な土砂災害リスク削減案でのアクションプランの実施を担

うコミュニティ防災組織の組織化も行った。 
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Udapotha でのステークホルダー会議 Weeriyapura でのステークホルダー会議 

 

また、策定された各パイロットサイトの土砂災害リスク削減計画については、土地利用規

制／開発基準指針（案）の要点を周知するととともに、地方自治体職員や地域住民の理解を

促していくことを目的として、WG3 メンバーの提案により、視認性の高いポスターに取り

まとめて、各地方自治体や地域の集会施設等に配布した。今後、NBRO がプロジェクトの取

り組みを水平展開していく中でも、同様にポスターを作成・配布していくことを確認した。 

 

図 2.37 土砂災害リスク削減計画と土地利用規制を説明するポスター（Morawakkanda） 
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図 2.38 土砂災害リスク削減計画と土地利用規制を説明するポスター（Weeriyapura） 

 

図 2.39 土砂災害リスク削減計画と土地利用規制を説明するポスター（Udapotha） 
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第3章 プロジェクト実施運営上の課題・工夫・教訓 

3.1. 同時多発テロ事件や新型コロナ禍における活動の継続 

(1) 運営上の課題 

スリランカでは、2019 年 2 月のプロジェクト開始後間もなく同時多発テロが発生し、邦人

を含む 259 名が犠牲になった。専門家チームは大使館並びに在外事務所の指示に従い、迅速

に緊急帰国し、その後当面の間現地渡航が制限され、渡航後もパイロットサイトへの移動を

行うことが出来なかった。プロジェクト活動にも支障が生じ、予定した第 2 回 JCC の実施

も中止せざるを得なくなった。 

さらに 2020 年 3 月から始まった、新型コロナ感染拡大による渡航規制は、約 1 年半継続

し、この間、再渡航を試みたものの、現地外出禁止令等によりパイロットサイトでの活動を

継続できる状況にはなく、引き続き 2021 年 10 月まで遠隔による支援活動を継続した。新

型コロナ感染拡大の影響は、歳入の半分以上を国内調査業務や、土質試験、建材試験、環境

計測等の収益で賄っている NBRO の財政にも大きく影響し、プロジェクト C/P 予算のみな

らず、非正規雇用職員を大幅にリストラし、この中にはプロジェクト C/P も一部に含まれて

いた。 

渡航再開後の 2022 年 3 月には、スリランカ全土が経済危機に陥り、プロジェクト終了時

まで、全公務員の出勤や車両移動が制限されるなど、プロジェクト活動を実施するうえで、

難しい状況が続いた。 

技術協力プロジェクトは、C/P も専門家チームが緊密にコミュケーションを図り、日々の

共同作業や議論を通じて成果を創出していくものである。新型コロナ禍を経て遠隔会議の

体制が整備されたが、上記の渡航制限はプロジェクト運営上の大きな課題であり、パイロッ

トサイト調査や地方自治体との議論の質・量にも少なからず影響した。 

(2) 工夫と教訓（NBRO による主体的な取り組み） 

上記状況にあっても、NBRO は、Project Director 及び Project Manager のリーダーシップの

もと、専門家チームの不在時にも、各 WG リーダーは主体的に活動を継続した。また、先行

案件 TCLMP からの信頼関係も構築されていることから、制約はありつつも遠隔支援もスム

ーズに進められた。特に新型コロナ禍では、月 1 回の WG リーダー会議と、毎週ないし隔

週の WG 会議を通じて、互いに活動進捗認しつつ、その活動内容については、月例進捗報

告に取りまとめ、JCC メンバーを含む関係者に共有し続けた。こうした定期的な活動を通じ

て、NBRO 以外の関係諸機関や地方自治体もプロジェクトの進捗を理解し、JCC 会議におい

てもスムーズに議論に移行することが出来た。 

遠隔期間中に NBRO 側が主体的に実施した特筆すべき活動として以下が挙げられる。 

1)  パイロットサイト以外での Yellow/Red zoning の展開（WG1） 

NBRO はプロジェクト開始当初のキックオフ会議より、3 つにパイロットサイトにおける
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活動を第 2 年次までに終え、第 3 年次にはパイロット以外

の地域への活動展開を図りたいとしていた。 

同時多発テロや新型コロナ感染拡大の影響を受けて叶わ

なかったものの、WG1 メンバーは、Yellow/Red zoning の基

本手法を確立した後、すぐに Kegalle 県内の Yellow/Red 

zoning に着手した。Kegalle 県は 2016 年の大規模土砂災害

で多くの人命が失われているが、現行の LHZM では被災エ

リアの特定が出来ないため、Yellow/Red zoning の手法が導

入された。国内で新規に発生した複数の土砂災害被災地に

おいて、Yellow/Red zone を整備し、加えて土石流シミュレ

ーションにより Zoning の検証を行うなど、プロジェクトで

支援してきた技術を遺憾なく展開した。この結果は、WG1

会議や WG リーダー会議でも紹介され、都度、設定手法に

関する議論のための題材となった。 

2)  Yellow/Red zoning 作図補助ツールの開発（WG1・WG3） 

我が国においては、土砂災害警戒区域設定にあたって、ArcGIS アドインツールとして、区

域設定の補助ツールが開発されているが、このツールを海外で使用することは著作権上難

しく、また、プロジェクトでは日本の手法をカスタマイズしていることから、Yellow/Red 

zoning は全て GIS 上の手作業で行ってきた。 

県や UDA からの要望を受け、Yellow/Red zoning を早期に展開していく必要が求められた

ため、新型コロナ禍期間、WG1 と WG3 が共同して作図ツールを開発した。これは、成果 1

の活動で述べた広域を対象とした自動プログラムとは別に、手作業で行っていた境界設定

を、可能な限り自動で補助線を描画するものであり、これにより特に土石流の Yellow/Red 

zoning の作業が効率化された。 

3)  新規に発生した土砂災害に対する降雨解析と検証（WG2） 

土壌雨量指数の解析及びスネーク曲線作画ツール（Excel マクロ）を用いて、新型コロナ

禍期間中に新規に発生した多数の土砂災害について、WG2 により検証が行われた。雨期に

は、WG2 メンバーは、毎日コンスタントにいくつかの地点の解析を行い、NBRO 局長を含

む要職に共有し、関係職員への土壌雨量指数やスネーク曲線の理解促進に努めた。 

以上の取り組みを通じて、プロジェクト終了時には、重大な土砂災害発生時には、WG2 メ

ンバーが降雨解析を行い NBRO 所内で共有する体制が構築された。これらの解析結果につ

いては、国際シンポジウムや NBRO 年次シンポジウムでも発表された。 

4)  土砂災害警報アプリの開発（WG2） 

コロナ禍での取り組みとして、WG2 メンバーが中心となり、土砂災害警報を迅速に住民

に伝達するためのモバイルアプリケーションを開発した。NBRO はこれまでも DMC 危機管

理センターを通じた警報電文や、各種の SNS を通じて警報情報を発信してきたが、住民末

WG1 による被災地検証 
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端まで警報が届きにくいことが課題と

なっていた。開発したモバイルアプリケ

ーションでは、NBRO 電文発令と同時に

警報情報が即座に表示され、また、位置

情報システムによりユーザーが警報区

域内に居るか否かを判断することが出

来るなど、情報へのアクセスがスムーズ

に行えるよう配慮されている。同アプリ

ケーションは、第 11 回 NBRO シンポジ

ウムにおいて発表され、運用中である。 

5)  パイロット自治体や UDA との議論・調整（WG3） 

パイロットサイトの一つ Badulla 県 Weeriyapura 地区の土地

利用計画に係る活動を行う中で、WG3 メンバーは現地の

UDA Uva 州事務所と緊密に連携してきた。 

コロナ禍の制約もあり、遠隔を交えての協議であったが、

この中で、UDA は、Yellow/Red zoning の有用性を認識し、

UDA Uva 州事務所が策定を進めている Badulla 県 Welimada

地区と、Bandarawela 地区のそれぞれについて、パイロットサ

イトと同様に Yellow/Red zoning を早期に実施して欲しい旨

の要請が NBRO に発信された。 

この 2 サイトについては、JICA が支援した LiDAR 詳細地

形図の範囲外であり、かつ測量局の 1:10,000 縮尺の地形図の

精度も悪いことから、簡易的な手法により Yellow/Red zoning

が行われているが、NBRO が引き続き検討中である。 

 

(3) 工夫と教訓（JICA による追加活動） 

上記の通り、新型コロナ感染拡大による渡航制限の期間においても、各 WG メンバーは主

体的にプロジェクト活動の推進、成果発現に向けての様々な取り組みを行ってきた。一方で、

NBRO 職員であってもパイロットサイトへの移動が制限されており、また、長期間に渡って

遠隔会議のみで予定活動を実施していくことについては、C/P 個人のモチベーション低下と

いう観点からも課題であった。このため、専門家チームは、当初予定されていなかった活動

についても、プロジェクト目標達成に資する様々な活動を提案し、JICA の合意のもと、こ

れを実施してきた。具体的には以下のような取り組みが挙げられる。 

1)  既存 LHZM の評価・改善に係る追加活動 

プロジェクトではこれまで NBRO が整備を進めて来た LHZM に代わり、Yellow/Red zone

の考え方を導入してきた。しかしながら、2.3.5 節に述べた通り、Yellow/Red zoning を各地

域に展開していくためには相応の時間がかかること、また、Yellow/Red zoning を行うにあた

WG2 メンバーが開発したモバイルアプリ 

UDA からの要請書 
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って発生源の評価は LHZM を用いることが合意されたことから、現行の LHZM の精度を上

げていくことが重要となった。このため、コロナ禍の遠隔支援の一つとして提案し、これを

実施した（詳細は 2.3.5 節の通り）。 

この活動は、これまで 20 年以上かけて NBRO が進めてきた LHZM の取り組みを評価する

ものでもあり、WG1 メンバーを中心として大変高い関心をもって、遠隔ワークショップ等

に参加した。この成果は NBRO 年次セミナー等でも発表されたが、現時点では改良手法の

提案の段階であり、引き続き、NBRO は、集積される土砂災害データの検証を続けていく必

要がある。そのためには、土砂災害を調査しデータを収集する NBRO 地方事務所員のさら

なる能力強化が不可欠である。 

2)  地すべり遠隔監視システムの導入 

NBRO は土砂災害警報発令のため、独自の雨量観測網を運用管理しており、プロジェクト

では、既存の雨量観測網を活用した警報基準の改善に取り組んできた。一方で、JICA 民間

連携事業より導入された「地すべり遠隔監視システム」について、プロジェクト成果発現に

資することを前提として、プロジェクト内での追加支援の可能性を専門家チーム及び JICA

内部で検討してきた。 

プロジェクトでは、地方自治体が土砂災害リスク削減計画を策定することを前提に、中央

政府からの技術支援を得られる、というロードマップを築きたいとの狙いがあった。地すべ

りが主たる災害となっている Weeriyapura 及び Udapotha サイトの土砂災害リスク削減計画

に合わせて、「地すべり遠隔監視システム」を導入することにより、今後、同様の周辺自治

体が、土砂災害リスク削減計画を策定していくうえでのモチベーションにもつながる旨を

確認し、JICA と協議のうえ、この追加支援を行うこととした（詳細は 2.4.4 節の通り）。 

この結果、民間連携事業により既に「地すべり遠隔監視システム」が導入された 2 サイト

や、円借款「国道土砂災害対策事業（LDPP）」で導入された機材を含めて、機材のメンテナ

ンスや消耗部品の交換といった運用上必要となる取り組みについて、NBRO 側の理解も進

み、プロジェクト間のシナジーが醸成された。 

3)  土砂災害情報管理システム（LIMS）の導入 

2.3.2 節に示した通り、NBRO 側が C/P 予算を確保しつつも、新型コロナ感染拡大の影響に

より中断されてしまった土砂災害情報管理システム（LIMS）について、成果 1 に係る活動、

特に土砂災害データの管理の向上の観点から、追加支援として提案し実施された。NBRO が

蓄積してきて膨大な量の土砂災害レポートやリスク評価レポートが集約されることにより、

今後、Yellow/Red zone 設定の基準や、警報閾値の更新に大いに寄与すると考える。 

他方、新型コロナ感染拡大の影響とそれに続く経済危機により、NBRO 地方事務所の非常

勤職員が大幅に削減されており、10 万件を超える各種報告書のデータ入力が課題となった。

このため、プロジェクト期間内に可能な限りのデータ入力を行うため、各地方事務所でアシ

スタントを傭上し、NBRO 地方事務所職員のデータ入力の補助を行った。 
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3.2. Yellow/Red zone 普及にあたっての課題 

(1) 運営上の課題 

2.3.4 節に述べた通り、Yellow/Red zoning の考え方を取り入れるために、プロジェクト期間

の多くを費やした。 

他の多くの国がそうであるように、スリランカにおいては、LHZM（Susceptibility Map）が

土砂災害ハザードマップとして活用されてきた。斜面崩壊の発生ポテンシャルを様々な要

素から評価する手法であり、これ自体は価値のある取り組みである。しかしながら、リスク

に応じた土地利用規制を進めていくためには、斜面の崩壊そのものではなく、その影響範囲

を特定することが不可欠であり、その意味において、我が国が進めて来た土砂災害警戒区域

（Yellow/Red zone）設定は画期的なものである。これをスリランカで普及させていくために

は以下の課題があった。 

1)  日本とスリランカの居住形態の違い 

我が国の土砂災害警戒区域指定は、既存の住宅地や、今後開発される可能性のある土地に

対して、適切な行政措置と開発規制を行うために実施された。このため、将来開発される可

能性の少ない山間斜面は対象としておらず、平野部あるいは緩傾斜部の警戒区域を設定す

るものである。 

これに対して、スリランカでは、地域の生計手段として山間斜面でのプランテーションが

行われ、既に多くの住民が居住している。土石流渓流を例に取ってみると、我が国の場合に

は、渓流出口から土石流氾濫範囲について警戒区域を設定するが、スリランカでは、渓流そ

のものに住居が多く立地しているなどの相違点が挙げられる。我が国の警戒区域設定手法

をそのまま適用すれば、こうした斜面内や渓流内の開発を規制することは出来ない。 

2)  統計手法か解析手法かの議論 

我が国の土砂災害警戒区域は、当初、ハザードマップとしての整備の位置づけではなく、

上記の通り、行政措置の根拠となる区域を特定することにあったという背景があった。一方

で、警戒区域に指定されれば、土地売買にあたって重要事項説明が求められるなど、個人資

産価値にも影響を及ぼすことが懸念される。このため、我が国の警戒区域設定にあたっては、

地質条件や土壌被覆などの不確定要素は可能な限り排除し、過去の災害の統計データを基

に、誰が設置しても同じ区域となるよう、施行錯誤のうえ手法が確立されている。 

他方、地質学者を多く配して研究機関としての色合いの強い NBRO としては、地質・地

形・土壌被覆・水文情報等を抜きに、画一的に警戒区域を決めてしまう手法については、当

初より様々な意見があった。ハザードは、科学的分析に基づき特定されるべきものであり、

同様の議論は我が国でもあることは周知の通りである。NBRO が長年進めて来た LHZM と

Yellow/Red zone の用途や使用範囲は、プロジェクトを通じての最も基本的で中心的な議論

であったと言える。 
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3)  Yellow/Red zone 展開にあたってのロードマップ 

我が国の土砂災害警戒区域指定は、2000 年より開始され、2021 年末時点で、670,000 箇所

の警戒区域、580,000 箇所の特別警戒区域が指定されている（国土交通省統計）。指定に先だ

って行われる基礎調査を実質的に担っているのは民間コンサルタントである。今後、スリラ

ンカにおいて、本格的に Yellow/Red zone 設定を行っていくためには、NBRO のリソースだ

けでは不可能であり、そのための法制度や実施体制の整備、予算措置を含めた議論が必要で

あった。 

 

(2) 工夫と教訓 

1)  LHZM を活用した Yellow/Red zoning 

2022 年 8 月に行われた第 2 回本邦研修の成果報告会に際して、NBRO 局長から、「スリラ

ンカでは、歴史的に、洪水と干ばつ被害から逃れるために、山間部への定住が行われており、

土地利用規制にあたってはこうした文化的背景も考慮することが重要」との発言があった。

まさにこの通り、日本の土砂災害警戒区域をそのままスリランカに適用することは不可能

であり、WG1・WG3 会議やプロジェクト全体会議を通じて繰り返し議論を行った。 

その詳細は 2.3.4 節に述べた通りであるが、3 年間にわたる議論の結果、最終的に、以下の

通り Yellow/Red zone を設定することとして合意を得た。 

 斜面崩壊 Yellow/Red を適用すると山間部の多くの既存居住区が Red に指定されてし

まう。このため、斜面崩壊については Yellow/Red zone は用いずに、LHZM 危険度の

高い区域を斜面崩壊発生源（Red）として、この上下に Yellow zone を設定する。 

 これにより、斜面末端部の開発に際してリスクが想定されるが、LHZM の評価が高く

ない区域について、Yellow/Red zone 指定出来ない、といった課題があった。これにつ

いては、別途 NBRO が整備してきた、「Hazard Resilient Housing Construction Manual」

において、後背斜面の傾斜区分毎に必要な開発基準が示されていることから、個別に

対応出来るものとした。 

 さらに土石流危険渓流の根拠として LHZM での危険度評価を参照することとして、

これまでの LHZM 整備の取り組みを最大限に活かすよう配慮した。 

2)  Yellow/Red zoning の検証 

WG1 での議論を通じて、Yellow/Red zoning においては、可能な限り主観的な判断を取り除

くことが重要であることの理解を促してきた。このために、区域設定基準の検討では、過去

の多くの土砂災害記録を紐解き、2.3.3 節に述べた通り、統計分析に基づいたものであるこ

とを示した。さらに、2.3.5 節の LHZM と Yellow/Red zone の検証等を通じて、WG1 の中で

その理解は深まったと考えている。また、今後同様の取り組みを行いながら、Yellow/Red zone

の設定手法を適宜更新していくことが重要であることの理解も深まった。 

加えて、WG1 メンバーは、過去の災害を事例として、Yellow/Red zone と数値解析（土石



スリランカ国土砂災害リスク軽減のための 
非構造物対策能力強化プロジェクト 
業務完了報告書 

- 74 - 

流シミュレーション解析）の結果の比較検討を試行し、開発した Yellow/Red zoning の手法

の妥当性が高いことをとりまとめ、NBRO 年次シンポジウム等で発表している。このほかに

も、これまでプロジェクトに直接関わっていなかった NBRO 地方事務所職員が、独自に

Yellow/Red zoning の妥当性を科学的に検証し、シンポジウムで発表を行うなど、プロジェク

ト期間を通じて、同手法が NBRO 地方事務所にも徐々に浸透し、プロジェクト終了時には、

NBRO として Yellow/Red zoning をさらに展開していくことの旨の意思表示が行われたこと

は、大きな成果と言える。 

  

図 3.1 WG メンバーや地方事務所職員による Yellow/Red zoning の検証 
出典：第 11 回 NBRO シンポジウムプロシーディング 

3)  Yellow/Red zoning の展開に係る議論 

NBRO は、今後、Yellow/Red zoning を普及展開していく意向を示しているが、我が国のよ

うに法制度が整備されていない中で、この活動に対して、計画的に予算措置を行っていくこ

とは容易ではない。これについて、WG1 や WG3 の議論では、土砂災害リスクのある全県を

対象にこれを整備していくのではなく、当面は、県や DS Division、地方自治体、UDA 等の

開発主体の要請に応じて、NBRO 地方事務所が整備していく、また、甚大な災害が発生した

際に、その周辺地域に対して Yellow/Red zoning を行い、類似災害や二次災害を防止してい

くことが肝要であることを確認した。 

この一環として、NBRO 側は、既にパイロットサイト以外の県・地方自治体を対象として

Yellow/Red zone 整備を開始しており、また UDA からの要請も挙げられている。 
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3.3. パイロット自治体の関与 

(1) 運営上の課題 

本プロジェクトの特に成果 3 においては、土地利用や建築許認可に関する権限を有する地

方自治体の関与と、プロジェクトへの理解が重要である。しかしながら、これまで NBRO を

含む中央防災関連機関は、地方自治体を巻き込んだ活動を行った経験に乏しく、また、地方

自治体側も、防災や災害リスクに配慮した土地利用規制に関する知識・実績はほとんどない

という状況であった。スリランカでは、憲法上、中央政府機関→県→DS Division の系統よ

りなる統治ラインと、州政府→地方自治体よりなる自治ラインとが別々に存在しており、防

災取り組みの主体となっている統治ラインと、開発許認可の権限を有する自治ラインとの

間で、一貫した防災政策を進めることが難しいという課題がある。 

土地利用規制は少なからず住民への負担を強いる施策でもあるため、住民により選ばれる

地方自治体議長は、発災後の補償には重点を置くものの、防災への理解を得るのは難しいの

ではないかとの懸念もあった。 

(2) 工夫と教訓 

1)  NBRO 地方事務所職員による地方自治体との緊密なコミュニケーション 

プロジェクト開始当初より、Project Mager や WG リーダーは、パイロットサイトの各地方

自治体議長に対して入念にプロジェクト説明を行った。パイロットサイトでの活動におい

ては、短時間でも可能な限り、地方自治体へ訪問し、活動の進捗を共有するようにした。さ

らに、新型コロナ感染拡大による渡航制限中においても、各 WG リーダーは頻繁に地方自

治体を訪問し、また、自治体議長には、地域住民を対象としたワークショップにもしばしば

参加頂いた。こうした活動を通じて、地方自治体のプロジェクトの理解は深まったと言える。 

また、地方自治体との連携で重要となるのが、NBRO 地方事務所職員である。地方事務所

は地域の実情をよく理解しているため、彼らによる地方自治体や DS Division との調整はプ

ロジェクト実施上不可欠であった。 

2)  JCC での議論を通じた地方自治体の関与 

JCC は、プロジェクト全体の進捗確認の場であり、パイロットサイト地方自治体議長に JCC

に参加頂くことは重要である。一般に地方自治体職員（議長を含む）は、英語での意思疎通

が難しいことから、会議では、シンハラ語を基本として議論を行った。これにより、各地方

自治体からも積極的な意見が出された。本プロジェクトでは、計 4 回の JCC が開催された

が、いずれの回についても全ての地方自治体議長が参加し、プロジェクトへの積極的な関与

を確認することが出来た。 

3)  本邦研修を通じた NBRO と地方自治体の共通認識の醸成 

プロジェクト当初より、2 回予定されていた本邦研修のうち、少なくとも 1 回はパイロッ

トサイトの地方自治体を参加させることが NBRO 側より要請されていた。地方自治体の理

解がプロジェクト運営上欠かせないとの認識からであった。 
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当初予定では、第 1 回、第 2 回とも 5 名ずつの参加が計画されていたが、上記の NBRO 側

からの要請を踏まえて、JICA 内部での協議の結果、第 2 回については 10 名に拡張すること

が合意された。新型コロナ感染拡大や、経済危機の影響を受けて、プロジェクト期間内での

第 2 回研修の実施は危ぶまれたが、プロジェクト終了後の地方自治体の取り組みを促進す

るため、プロジェクト期間を延長し、これを実施することが出来た。 

本邦研修修了時のアクションプラン発表に際しては、3 つのパイロットサイトの地方自治

体ごとにグループ分けを行い、各グループに、その地域を担当する NBRO 地方事務所職員

を配置し、さらに住民移転プログラムを所掌する NBRO 定住計画研修部（HSPTD）をそれ

ぞれ配置した。Badulle 県 Weeriyapura グループについては、当該地区が UDA 開発計画策定

地区となっていることから、UDA からの参加者も加わっている。各グループとも、参加者

が一帯となって、各地域の課題を共有しつつ、内容の濃いアクションプランに繋げることが

出来た。 

Badulla MC グループ Koapola PS グループ Bulathkohupitiya PS グループ 

上記活動を通じて、これまで防災に一切関与してこなかった地方自治体においても、災害

リスクやそれに基づいた必要な開発計画や規制についての理解は深まったと考える。また、

本邦研修におけるアクションプランにおいても、参加した自治体議長らは、NBRO 側と相談

のうえ、自治体としてやるべきこと、中央政府や州政府に支援を求めることを具体的に示し

た。実際に、本邦研修参加後、Badulla 市長は市の開発委員会メンバーの中で災害リスクに

基づいた土地利用規制に関するフォーカルポイントを任命するなど、地方自治体としては

過去にない画期的な取り組みを行おうとしている。 

地方自治体が防災に関与してこなかった理由には、スリランカにおける行政体制によると

ころが大きいが、そもそも、中央統治ライン側が自治ラインに防災に係る情報を発信してこ

なかったことも要因になっていると考えられる。今後、時間をかけて、同様な取り組みを継

続していくことで、自治ラインにおける防災配慮の思想が根付いていくことが期待される。 
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第4章 各成果における達成度 

第 2 章に述べた各成果の活動、及び第 3 章に述べた創意工夫を経て、各成果とも目標を達

成したと言えるが、引き続き NBRO により継続して実施していくべき課題も残る。この結

果は、2022 年 6 月に実施された第 4 回 JCC にて関係者と共有し合意した。以下に成果毎及

びプロジェクト目標に対する達成度を述べる。 

4.1. 成果 1 における達成度 

3 つのパイロットサイトのハザードマップ（Yellow/Red zone map）は最終化され、成果 3 の

活動に活用されている。また、ハザードマップ及びリスク評価マニュアルも最終化された。

各マニュアルの活用主体は NBRO 職員であり、ホームページ掲載の所内決済中である。 

新規に開発した土砂災害情報管理システムには、「土砂災害調査報告書」「リスク評価報告

書」の記録シートが仕組まれており、現在過去の調査報告書の入力作業が NBRO 地方事務

所により進められている。今後、新規のレポートはオンライン形式で当該システムに格納さ

れる。 

表 4.1 成果 1 指標の達成状況 

成 果 指 標 達成度 
1: 土砂災害のハザード分析とリ

スク評価の能力が向上する。 
 想定被害範囲の情報が反映さ

れたパイロットサイトのハザ

ードマップ 
 ハザードマップ作成マニュア

ルが更新され、NBRO のホー

ムページに掲載される 
 （災害記録の管理を含む）リ

スク評価マニュアルが更新さ

れ、NBRO のホームページに

掲載される 
 災害データ管理の手順に沿っ

て災害データが拡充される 
 

 全てのパイロットサイトのハ

ザードマップが完成した 
 
 ハザードマップマニュアルは

最終化され、NBRO ホームペ

ージ掲載の所内決済中 
 ハザードマップマニュアルは

最終化され、NBRO ホームペ

ージ掲載の所内決済中 
 
 土砂災害情報管理システム

（LIMS）が完成し、地方事務

所によりデータ入力が進めら

れている 

 

4.2. 成果 2 における達成度 

開発した雨量監視システムを用いて、NBRO 早期警報室にてリアルタイムで土壌雨量指数

及びスネーク曲線を監視できるようになった。ただし、現行の警報基準を地域毎にカスタマ

イズしていくためにはデータ量が不足していることから、当面は現行基準を補間する情報

として活用し、WG2 メンバーが継続して新たな発災データを基に更新する。 

上記の警報基準設定方法及び住民への伝達プロトコルを含めて、マニュアルに反映し最終

化した。同マニュアルは NBRO 早期警報室のみを対象としているため、英文のみ作成し、

ホームページ掲載は所内決済中である。また、コミュニティにおける早期警報強化に関して

はマニュアルとは別に広報資料を作成し、住民ワークショップを通じて周知した。 
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表 4.2 成果 2 指標の達成状況 

成 果 指 標 達成度 
2: 早期警報発令に関する能力が

向上する。 
 地域の特性を考慮して見直さ

れた早期警報の発令基準と早

期警報発令の改定されたプロ

トコルがホームページに掲載

される 
 
 早期警報発令マニュアルが更

新され、ホームページに掲載

される 
 

 開発した雨量監視システムに

て土壌雨量指数に基づいた閾

値を設定。現時点では既往基

準値を用い、土壌雨量指数を

参照して警報を発令する 
 
 警報基準やプロトコルを含む

マニュアルが最終化され、

NBRO ホームページ掲載の所

内決済中 

 

4.3. 成果 3 における達成度 

土地利用規制／開発基準指針（案）は、2020 年にドラフトされ、その後は、各パイロット

サイトにおける土地利用規制／開発基準の策定に係る活動に主軸を置いた。その活動成果

を踏まえて、土地利用規制／開発基準指針が最終化された。この過程で、同指針（案）がマ

ニュアルに近い形だったことから、指針を簡略化し、実施サンプルとして各サイトの土地利

用規制／開発基準や、その啓発ポスターを指針と併せて掲載することとなった。ホームペー

ジ掲載は所内決済中である。 

表 4.3 成果 3 指標の達成状況 

成 果 指 標 達成度 
3: 土地利用規制に土砂災害のリ

スク評価を活用する能力が向上

する。 

 土地利用規制/開発基準の指針

案が更新され、NBRO のホー

ムページに掲載される 
 

 土地利用規制/開発基準指針は

最終化され、NBRO ホームペ

ージ掲載の所内決済中 
併せて、パイロットサイトに

おける土地利用規制／開発基

準（案）を示した土砂災害リ

スク削減計画も最終化された 

 

4.4. プロジェクト目標に対する達成度 

上記の成果の達成を受けて、プロジェクト目標の指標達成状況を表 4.4 に要約する。 

(1) 改定されたプロトコルに従って、地域の特性を考慮した早期警報が発令され、ホーム

ページで公表される 

上記 4.2 の通り、地域の特性を考慮した閾値を設定するためには、当面は発災データ（発

災と時間降雨）の集積が不可欠である。ただし、これまでの WG2 メンバーの解析によって、

国土の東部と西部とで傾向が異なることが明らかになってきた。この成果は、シンポジウム

等を通じて紹介されており、今後、更なるデータ蓄積を行うことによって警報閾値の精度向

上が期待できる。なお、NBRO 早期警報担当職員の中には、この作業を専属的に実施出来る

要員が育成されている。 
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他方、警報発令プロトコルについては、既に NBRO 内外の機関との間で確立されている。

また、プロジェクト期間を通じても、NBRO は警報電文の高度化を進めており、情報発信の

観点からは不足はない。パイロットサイトにおける活動では、こうした警報が末端住民まで

正確に伝達されていない様子も確認されたため、警報避難にかかるワークショップを通じ

て、その強化を図った。一連の活動については、早期警報マニュアルに取りまとめられてお

り、今後同様の活動を NBRO が実施出来る体制となっている。 

(2) 土砂災害のリスク評価を踏まえて策定されたパイロットサイトの土地利用計画が策定

される 

上記 4.3 の通り、土地利用規制／開発基準指針と合わせて、3 つのパイロットサイトの土

地利用計画が策定された。土地利用計画の策定プロセスでは常に地方自治体を巻き込んだ

活動を行っており、地方自治体のオーナーシップは非常に高いと評価できる。ただし、この

計画に法的制限はないため、今後、土地利用計画を推進していくためには、地方自治体によ

る条令整備等の取り組みが必要となってくる。 

また、本プロジェクトの趣旨は、土地利用計画のみを策定することではなく、地域の土砂

災害リスクを地方自治体や地域住民が正確に理解し、内外のリソースを活用しつつ土砂災

害リスクを削減していく取り組みを促進することにある。このため、土地利用計画単独での

計画づくりではなく、「土砂災害リスク削減計画」として取りまとめ、今後、地方自治体が

取り組んでいくべき活動をアクションプランとして取りまとめた。 

(3) 更新された「リスク評価マニュアル」と「土地利用規制／開発基準指針」の内容が「地

すべりリスク評価報告書」と「地すべり調査報告書」に反映される 

NBRO の各地方事務所は、潜在する土砂災害の危険性や、発生した土砂災害調査を「地す

べり調査報告書」として取りまとめており、また、各開発事業の許認可に必要となるクリア

ランスとして、「地すべりリスク評価報告書（建物編、土地開発編、開発事業編）」を作成し

てきた。これら調査報告書は 100,000 件を超える数となっているが、全て紙ベースで保管さ

れているため、土砂災害リスク分析等に活用すること出来ず、また過去の資料を遡って検索

することも出来ないため、同じ箇所で同じような調査報告書が作成されてしまうこともし

ばしばであった。 

このような状況から、NBRO は、本プロジェクトの C/P 予算としてオンライン土砂災害情

報管理システムの構築を予定したが、財政難の中、この実施が難しくなったため、本プロジ

ェクトにおいて追加支援を行った。システム開発に係る入札図書作成は、専門家チームと

WG1・WG2 が協働で行い、プロジェクト活動として実施されたインベントリーシートや、

Yellow/Red zone、リスク評価についても記録できるよう配慮した。即ち、全ての情報を同シ

ステムに統合することとなった。 

一般的に、こうしたシステムは、入れ物だけが開発され、中身が伴わないケースが散見さ

れるが、「地すべり調査報告書」と「地すべりリスク評価報告書」は、NBRO 地方事務所の

最も重要な業務の一つであることから、職員の本システムに対する期待は非常に高く、シス

テム開発のプロセスにも関与し、持続的な運用管理が期待できる。 
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表 4.4 プロジェクト目標指標の達成状況 

プロジェクト目標 指 標 達成度 
土砂災害の適切なハザード分

析・リスク評価に基づく、

NBRO の非構造物対策の能力が

強化される。 

 改定されたプロトコルに従っ

て、地域の特性を考慮した早

期警報が発令され、ホームペ

ージで公表される 
 
 
 土砂災害のリスク評価を踏ま

えて策定されたパイロットサ

イトの土地利用計画が策定さ

れる 
 
 更新された「リスク評価マニ

ュアル」と「土地利用規制／

開発基準指針」の内容が「地

すべりリスク評価報告書」と

「地すべり調査報告書」に反

映される 

 開発した監視システムを参照

しつつ警報発令が行われてい

るが、地域毎の警報閾値につ

いては今後継続してデータ取

集を行い更新する 
 
 全てのパイロットサイトにお

いて土地利用計画／開発基準

（案）が土砂災害リスク削減

計画の一部として策定済み 
 
 NBRO 地方事務所が作成する

地すべり調査報告書は、Y/R 
zone やそれに基づくリスク評

価を含めて、土砂災害情報管

理システムに統合された 
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第5章 上位目標の達成に向けての提言 

プロジェクト終了後、スリランカ側による持続的な成果発現と、パイロット地域以外への

水平展開を評価するため、表 5.1 に示す上位目標及びその指標が設定されている。 

NBRO は全てのプロジェクト活動において主体的に取り組むとともに、プロジェクト内

に限らず、常に土砂災害リスク削減に係る業務改善と新たな取り組みを続けている。このた

め、プロジェクト成果の水平展開ついて懸念することは少ないが、第 4 回 JCC では、上位

目標の達成に向けて、以下を提言し、合意されている。 

表 5.1 上位目標と指標 

上位目標 指 標 
土砂災害危険地域において、強化され

たハザード分析・リスク評価に基づい

た非構造物対策が実施される 

パイロットサイト以外の土砂災害危険地域において 
 
 本プロジェクトで得た知見を活かして更新されたハザード

マップの数 
 
 地域特性を考慮して見直された早期警報基準値の数 

 
 リスク評価を踏まえて策定された土地利用規制の数 

 

 

(1) 成果 1 にかかる今後の取り組み 

NBRO は、Yellow/Red zone の他地域への展開を既に開始している。ただし、プロジェク

トを通じて、Yellow/Re zoning を中心的に行ってきたのは、NBRO 本部とマッピングチーム

と呼ばれる固定した活動拠点を有しない地質技術者チームであった。プロジェクト内での

技術研修では、NBRO 地方事務所も参加し、その手法に関する知識を得ているが、パイロッ

トサイトを所管する事務所職員を除けば、地方事務所職員が実務としてこれを展開してい

くためには課題が残る。したがって、今後、NBRO は、Yellow/Red zone 展開のため、地すべ

り調査やリスク評価報告書の作成に多忙を極める地方事務所の分掌を整理し、地方事務所

職員の能力強化を図っていくことが求められる。また、現在マニュアルに示した設定基準や

手法は、プロジェクト内で収集した過去の災害事例に基づいて定められたものであるため、

今後、Yellow/Red zone の展開を行っていく上で、様々な課題が生じることも十分に考えら

れる（プロジェクト期間中にも、パイロットサイトで試行を進めるにあたって、想定してい

た範囲設定の基準が、現実の地形とは合致しない、あるいは、明らかに実際のリスクを反映

出来ていないといった、様々な課題が明らかになり、逐次それに対応してきた）。従って、

NBRO には Yellow/Red zone の展開を図るとともに、必要に応じて同マニュアルの改訂を行

っていくことが求められる。 

また、Yellow/Red zone の設定にあたって、LHZM を発生源評価に活用することとなった。

現在の LHZM は 1990 年代に収集された災害データを基にその設定方法が確立されている

が、その後も数多くの大小の災害が発生しており、これらのデータを踏まえて LHZM 自体

の改良・更新も必要である。プロジェクトにおいても、LHZM の危険度閾値の調整や、各評
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価要素の重み付けについて改良手法の提案を行っているが、同提案内容を踏まえて、NBRO

は LHZM 改良を進めていく必要がある。 

上記、Yellow/Red zone 及び LHZM の改訂・改良を行っていくうえで、また、土砂災害警

報の閾値の設定にあったては、過去の土砂災害のデータの集積・解析が重要である。プロジ

ェクトで支援した土砂災害情報管理システム（LIMS）が持続的に活用されていくよう、

NBRO は、各地方事務所のデータ入力にかかる能力強化を続けていく必要がある。 

以上の取り組みを持続的に進めていくため、新型コロナ感染拡大対策により中断してし

まっていた、NBRO 地方事務所職員に対する能力強化研修を再開し、同カリキュラムの中に

プロジェクト成果である Yellow/Red zoning や LIMS 活用・普及のための講義・実習を行っ

ていくことが重要である。 

(2) 成果 2 にかかる今後の取り組み 

土壌雨量指数やスネーク曲線を用いて、土砂災害の発災と降雨特性を評価する能力は十

分に備わったと言え、実際に、早期警報業務担当の専属職員により、新しい災害が発生する

毎に、短期降雨指標と長期降雨指標との関係性の評価が続けられている。ただし、発災デー

タの不足から、プロジェクト期間内には、地域特性を反映した警報閾値を設定するには至っ

ていない。NBRO は、引き続き発災データを集積し、より正確で適切な土砂災害警報を発令

する必要がある。 

また、国内に 300 基以上設置されている地上雨量計について、設置から年月が経ち、運用

されていない、あるいはデータ転送が行えていない雨量計が増えている。人員・財源不足か

ら、適切なメンテナンスが行えていないものも散見される。気象レーダーが配置されていな

い現時点において、NBRO の雨量観測網は土砂災害監視のみならず、他の関係機関にとって

も、降雨情報を面的に把握するための重要なリソースであり、NBRO は雨量計の維持管理の

ための十分な人員と予算を確保していく必要がある。このために、現在 NBRO 本部の数名

の職員が行ってきた雨量計観測機器や導入した地すべり監視システムの維持管理について、

徐々に地方事務所に維持管理機能を移管していくことも検討する必要がある。 

 

(3) 成果 3 にかかる今後の取り組み 

プロジェクト開始当初より、NBRO は、パイロットサイトでの活動を第 2 年次までに終

え、第 3 年次にはパイロットサイト以外の 6 つのサイトに展開することを提案していた。

新型コロナ感染拡大の影響等により、この展開はプロジェクト期間内には実現することが

出来なかった。NBRO は、既に Yellow/Red zoning だけでなく、それに基づいた土地利用計

画の策定に向けで既に動き出しているが、引き続き、他地域への展開を図っていくことが求

められる。 

なお、土地利用規制に関しては、パイロットサイトでの試行が行われたものの、地方自治

体からは、規制の実効にあたっての法制度整備を進めることが提言された。地方自治体が条

例（Bylaw）を整備していくためには、州政府よりその権限を地方自治体に付与するプロセ

スが必要であり、中央政府での議論も必要である。また、Kegalle 県が土地省にレターを発
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出したように、Red zone に指定されたエリアについて、他の法律（森林保護法等）を適用し

て、今後入植が行われないようにする、あるいは、UDA が策定する開発計画の中に

Yellow/Red zone に基づく開発制限を入れ込むなど、既存の法律・条令の中で、土地利用規制

を進めることが可能であることも教訓として得られた。 

表 2.11 の通り、現時点において、土砂災害リスク地域における開発規制に関しては、2011

年の通達「A Circular no NBRO 2011/01: Obtaining/（Necessity to obtain） the Certificate of Land 

Suitability / Recommendations of NBRO prior to any type of construction in areas to prone to 

landslides」が上げられる。土砂災害リスクの高い 10 県における建設・開発行為にあっては、

NBRO によりリスク評価報告書を通じた承認を得ることが規定されており、現在、NBRO 地

方事務所の主たる業務の一つとなっている「リスク評価報告書の作成」は、この通達が拠り

所となっている。ただし、この通達は、あくまでも NBRO の所掌を示したものであり、こ

れ単独では、開発行為を制限することの法的拘束力は十分ではない。 

これに対して、2017 年には、UDA 決議として「Decision on UDA 2017/01: Acquisition of part 

of the powers, centralized to the local authorities to Urban Development Authority」が発出される

ことなった。同決議は、それまで地方自治体に付与されていた開発許認可の権限について、

UDA 法に基づく市街化地域（UDA Declared Area）のうち、一定規模以上の開発（延床 4,000 

ft2を超える開発）や、NBRO が土砂災害リスクが高いとする地域の開発等については、UDA

が開発許認可権限を有することとした。この決議はUDA法の改正には至っていないものの、

実際の開発許認可はこの決議に基づき実施されており、その実効性は高い。ただし、決議が

示す「土砂災害リスクが高い地域」の定義は明確ではなく、現状では、10 県全ての地域が

これに当てはまるため、申請の都度、開発主体が NBRO のリスク評価報告書を得ることと

なっている。今後、Yellow/Red zoning の展開が図られ、「土砂災害リスクが高い地域」をよ

り限定的に指定することが出来れば、開発許認可のプロセスはより明確となり、申請手続き

が軽減されることも期待できる。 

一方で、上記の通り、Yellow/Red zone のみで土地開発の可否を判断することの限界につ

いても留意する必要がある。Yellow/Red zone はあくまでも地形的条件のみに基づいて土地

の危険性を評価しているため、実際の開発現場において、その開発が妥当か否かを判断する

ためには、専門技術者による現地での査定も不可欠であるとの見解を NBRO は有している。

我が国においては、土砂災害防止法に加えて、個別開発の開発基準については、建築基準法

や宅地造成法により細部にわたり規定されているが、今後、スリランカにおいて土砂災害リ

スク地域での開発行為を規制していくためには、その土地がもともと有する土砂災害リス

ク（Yellow/Red zone）に加えて、開発行為により引き起こされるリスクに対しても、規制の

整備にも取り組んでいく必要がある。 

NBRO には、関係機関との連携のもと、土地利用規制の実効性を確保するためのアプロー

チについて、引き続き検討していくことが求められる。 
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